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「成果報告書」刊行にあたって 

実施委員長  福澤 仁志 

 

 平成２６年度文部科学省委託事業である「成長分野等における中核的専門人材等の戦略的推進

事業（医療・福祉・健康分野のコンソーシアム事業）」の成果報告書をお届けします。 

 本コンソーシアムが対象としている看護・介護・保育など医療福祉系の専門職域は、社会保障

制度を背景に、人を対象とした専門知識と臨床に見られるような対人技術を必要とする領域であ

り、それ故に、資格取得に際しては、中長期に渡る学習時間を必要とし、国家試験を基本とした

資格認定制度が設けられています。また、女性の就労の比較的多い職域でもあり、日本における

女性の年齢階級別就業率をグラフで表した際の 「Ｍ字カーブ」が同様に見られることも特徴で

す。 

 今後、高齢化や共働き世帯の増加に伴う子育て支援（保育を中心として）の社会システムの充

実は、セイフティネットのためには不可欠な仕組みです。そして、それらシステムの担い手であ

る医療・福祉・健康分野の専門人材の確保、育成は、これまで以上に重要課題になると考えられ

ます。 

 これら専門職の育成は、これまで長らく専門学校を中心に高等専門学校、短大、大学などの高

等教育機関における「新卒」育成を中心に行われてきました。今後は急速な少子高齢化を踏まえ、

「Ｍ字カーブ」の解消に向けて、継続的に働ける環境の整備はもとより、一旦離職した方が「学

び直し」により復職する、他の一般的な大学卒業者が改めて専門職として当該分野を学習し就労

する、など多様な学びを促すことも視野にいれる必要があります。 

平成２６年度は、合計で１０の職域プロジェクトが参画するコンソーシアムとなりました。コン

ソーシアムでは、人材の確保、社会人の学び直し、就労支援等を総合的に提供する仕組み作りを

検討することをテーマに掲げ、以下の３つの切り口に沿って事業に取り組み、成果を得られたと

自負しております。 

①「オープンコミュニティ」…社会人の学び直しにおけるマーケティング活動の新しい方策とし

ての、開かれたコミュニティ形成を考える。オープン化・フラット化が進む人々のつながり、

コミュニティに着目し、専門職を育成する学校の同窓会や職場から、関心のネットワークを広

げると同時に、専門性を高める教育の場へつなげる試みとその成功のポイントを考察した。 

②「他職種連携のプログラム」…本来の職域の専門性を高める取り組みとして、従来の専門性の

向上に加えて、他の職域の学習を重ねる（例えば、介護福祉士が経理知識を得ることで介護報

酬計算が行えるようになり、事務職域や管理職職域へ幅が広がる。）ことで、職能を向上させ

る可能性について協議をおこない、提案としてまとめることができた。 

③「プロジェクトマネジメント」…各プロジェクトの継続性を確実にするために、中長期に渡る

目標設定や取り組みへ課題を明確化し、次年度以降の継続的な人材養成の確認を行えるように

なった。 

最後になりますが、ご参画いただきました各職域の担当校、委員の先生方には、委員会開催の

都度、貴重なご意見を賜りました。心より厚くお礼申し上げます。また、事業を実施するにあた

って、事例調査やヒアリングに協力していただいた関係機関の皆様にも、厚くお礼申し上げます。 

 本報告書が、今後、当該分野における教育関係者をはじめ、他の職域における中核的専門人材

の育成にお役に立てれば望外の喜びです。 
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１．事業の目的 

（１）背景と目的 

 

本事業は、人材確保、学びなおし、就労支援等を総合的に提供する仕組みづ

くりの実現を目指すために、医療福祉健康分野の 10 の職域合同にて３つの共通

テーマの検討を行うものである。また、コンソーシアムの事務局の役割として、

職域プロジェクト毎の進捗管理、ならびに、中長期にかかる中核的専門人材の

目標設定とその共有、事業の継続性確認の仕組みづくりに取り組む。 

 

本コンソーシアムが協働で取り組む必要性としては、第１に、少子高齢化に

より、新たな地域課題に対応していく必要があるが、これから労働力が減少し

ていくと、新規人材養成だけでは、需要に対応できなくなることがあげられる。 

第２に、医療福祉健康分野では、看護師、介護福祉士、保育士等をはじめと

して、女性の就業者が多いことがあげられる。女性の就業者は、ライフイベン

トによって職を離れることが多いため、単線的なキャリア形成が難しくなって

いる。また、離職者は年代や生活スタイルなど状況が多岐にわたるため、現状

の規格内での教育提供では、十分な人材養成ができなくなると考えられるため、

新たな生涯学習の仕組みが必要であると考えられる。 

第３に、超高齢社会に対応した学習の必要性である。地域包括ケアシステム

への対応など、基礎教育では学んでいない、新たに獲得すべき「知識・スキル」

が増えている。また、多職種連携の考え方や方法論を学ぶ機会が少なく、また、

多職種での共通した理解や行動規範がないと、連携自体が難しくなる。 

 

このような、少子高齢化への対応や医療福祉健康分野の特性から、「生涯学習

による学び直し」の仕組みづくりが必要ではないかという仮説のもと、上記で

示したコンソーシアムの共通テーマを設定した。 

また、参加している 10 職域では、発展段階にはばらつきはあるものの、概ね

調査開発・実証段階から、改善・普及段階へと徐々に移行していくものと考え

られる。各職域で開発した中核的専門人材養成のためのカリキュラムは、今後、

汎用化・全国展開することで、人材の量的拡大に寄与していくことが求められ
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てくる。その点から、コンソーシアムでは、10 職域の計画・進捗・課題を共有

し、目標を設定することで、各職域の貴重な知見を共有し、横展開するための

“インフォーマルな”つながりをつくることも目指した試みである。 

 

コンソーシアムのテーマ構成 

 

 

コンソーシアム参加職域の今後の発展段階 

 

資料）本コンソーシアム平成 27 年度までの目標設定より作成 
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（２）構成団体等 

①構成団体 

構成機関（学校・団体・機関等）の名称 役割等 都道府県名 

1 学校法人麻生塾 事業統括 福岡県 

2 学校法人敬心学園 事業参画 東京都 

3 学校法人秋葉学園 事業参画 千葉県 

4 学校法人後藤学園 事業参画 東京都 

5 学校法人タイケン学園 事業参画 東京都 

6 学校法人三幸学園 事業参画 東京都 

7 学校法人濱名学院 事業参画 兵庫県 

8 学校法人宮崎総合学院 事業参画 宮崎県 

9 学校法人清永学園 事業参画 石川県 

10 学校法人河原学園 事業参画 愛媛県 

11 東京都専門学校各種学校協会 事業参画 東京都 

12 ＮＰＯ法人ドネルモ 事業参画 福岡県 

13 公益財団法人九州経済調査協会 事業参画 福岡県 

14 麻生教育サービス株式会社 事業参画 福岡県 

 

②協力者等 

氏名 所属・職名 役割等 都道府県名 

福澤 仁志 
学校法人麻生塾 

常務理事 
連携会議委員 福岡県 

清崎 昭紀 
学校法人麻生塾 

経営推進室 室長 
連携会議委員 福岡県 

上野 昻志 
一般社団法人 

日本医療介護人材育成協会 

理事 
連携会議委員 東京都 

高山 佳久 
学校法人秋葉学園 

事務局長 
連携会議委員 千葉県 

兵頭 明 
学校法人後藤学園 

中医学研究所 所長 
連携会議委員 東京都 

鳥居 哲夫 
学校法人タイ ケン学園 

日本ウェ ルネススポーツ専門学校 

教務課長 
連携会議委員 東京都 
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西條 康介 
学校法人三幸学園 

事業開発室 室長 
連携会議委員 東京都 

中尾 繁樹 
学校法人濱名学院 

関西国際大学 学長補佐 
連携会議委員 兵庫県 

岩村 聡志 
学校法人宮崎総合学院 

教務部長 
連携会議委員 宮崎県 

越中屋 薫 
学校法人清永学園 

金沢福祉専門学校 理事長 
連携会議委員 石川県 

河原 成紀 学校法人河原学園 理事長 連携会議委員 愛媛県 

高木 博義 
公益社団法人 

東京都専修学校各種学校協会 

事務局長 
連携会議委員 東京都 

南 伸太郎 
公益財団法人 

九州経済調査協会 

調査研究部 研究主査 
職域事業評価 福岡県 

蒲池 琴美 
公益財団法人 

九州経済調査協会 

調査研究部 研究員 
職域事業評価 福岡県 

宮田 智史 
ＮＰＯ法人ドネルモ 

事務局長 
職域事業評価 福岡県 

丸井 健生 
麻生教育サービス株式会社 

医療福祉事業部 人材育成支援課 課

長 
職域事業評価 福岡県 

松倉 武志 
麻生教育サービス株式会社 

医療福祉事業部 人材育成支援課 係

長 
職域事業評価 福岡県 

井上 辰典 
麻生教育サービス株式会社 

医療福祉事業部 人材育成支援課 
職域事業評価 福岡県 

野口 和哉 
麻生教育サービス株式会社 

医療福祉事業部 人材育成支援課 
職域事業評価 福岡県 

志波 友佳子 
麻生教育サービス株式会社 

医療福祉事業部 人材育成支援課 
職域事業評価 福岡県 

 

 

（３）テーマ構成と取りまとめ方 

人材確保・学び直し・就労支援等を総合的に提供できる「生涯学習社会」の

実現にむけて、各職域での知見を集約して、以下のテーマをとりまとめた。 

また、10 職域が全国にまたがることから、部会を「西日本チーム」「東日本チ

ーム」に分け、テーマ毎に検討を進めつつ、最終的に全参加団体で共有してと

りまとめる方法をとった。 
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テーマ構成 

 

プロジェクトマネジメント （全体） 

■ コンソーシアム全体での目標設定、取組課題を共有することで、継続的な 

連携の基盤をつくるとともに、職域間連携に向けた方法を検討する 

 

他職種連携のプログラム （職域連携） 

■ 各職域において異分野との連携によって得られる効果や、そのために活用 

できるカリキュラムを整理することで、生涯学習の可能性を広げる 

（東日本チーム） 

成田国際福祉専門学校、東京こども専門学校、日本福祉教育専門学校、  

日本ウェルネススポーツ専門学校、東京衛生学園専門学校、麻生看護大学校 

 

オープンコミュニティ （職域連携） 

■ 医療福祉健康分野において、多様な意欲・背景をもつ有資格者を段階的に 

就学・就労に結びつけるコミュニティ形成の方策を明らかにする 

（西日本チーム）  

関西国際大学、宮崎情報ビジネス専門学校、金沢福祉専門学校、  

河原医療福祉専門学校、麻生看護大学校 

 

ＩＴ教育開発 （事務局） 

■ 医療福祉分野の e-ラーニング事例や文献を整理することで、 IT 教育導入 

の参考となる資料を作成する。 

 

 

  

 

10 職域の計画・進捗・課題の共有については、事務局で情報共有に関するサ

ポートを行った。事務局より適宜、情報整理フォーマットを送付し、各職域の

課題認識や活動で得られた情報をもとに検討を進めていった。 

また、開催地を分散開催したため、他の専門学校の会場を利用したときは、

学校内視察をおこなう等、各職域間の交流の機会を設定した。 
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コンソーシアム事務局による情報共有の支援 

 

各職域計画の共有 

■ 取組概要、目標設定などの一覧資料の共有 

 

コンソーシアムニュースの発行 

■ 会議のたびにニュースを発行 

 

各職域の進捗状況の共有  

■ 実証事業の状況や事業進行上の課題など、会議やメールにて参加職域に 

報告、共有する 

 

 

（４）コンソーシアムの会議開催状況 

○産官学コンソーシアム 第 1 回職域代表者会議  

日   時：平成 26年 8月 6 日（水） 13:30～16:00  

場   所：東京都専門学校各種学校協会 会議室  

検討項目：コンソーシアムの柱について  

 

○産官学コンソーシアム 第 1 回連携会議（西日本）  

日   時：平成 26年 9月 19日（金） 13:30～16:30 

場   所：麻生塾福岡キャンパス 6号館  

検討項目：オープンコミュニティ、コンソーシアム全体での進め方について  

 

○産官学コンソーシアム 第 1 回連携会議（東日本）  

日   時：平成 26年 10月 21 日（火） 13:30～16:30 

場   所：東京都専門学校各種学校協会 会議室  

検討項目：他職種連携、コンソーシアム全体での進め方について  

 

○産官学コンソーシアム 第 2 回連携会議（西日本）  

日   時：平成 26年 11月 27 日（木） 13:30～16:30  

場   所：学校法人濱名学院 関西国際大学 尼崎キャンパス 10 階大会議室  

検討項目：オープンコミュニティ、プロジェクトマネジメント（目標設定）について  

 

○産官学コンソーシアム 第 2 回連携会議（東日本）  

日    時：平成 26年 12月 3日（水） 13:30～16:30 

場   所：東京都専門学校各種学校協会 会議室  

検討項目：他職種連携、プロジェクトマネジメント（目標設定）について  

 

○産官学コンソーシアム 第 2 回職域代表者会議  

日   時：平成 27年 1月 8 日（木） 13:30～16:30 

場   所：東京都専門学校各種学校協会 会議室  

検討項目：各職域の進捗状況報告、コンソーシアム成果のとりまとめについて  
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東京都専門学校各種学校協会にて、各職域の代
表者が初めて一堂に会した。（8/6）  

麻生塾福岡キャンパスにて、オープンコミュニ
ティについて活発な意見交換がなされた。会議
終了後はキャンパス視察を実施（9/19）  

関西国際大学 尼崎キャンパス会議室にて、 
西日本の連携会議を開催した。開催後は、キャ
ンパス視察を実施（11/27）  

他職種連携のプログラムについて、専門分野と
してのノウハウを共有しながら議論がなされ
た（12/3）  

会議でのテーマの検討は、ファシリテーションを行いながら、参加委員の意見や事例紹介、課題の指摘
等をその場で集約しながら展開  
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２．事業全体での成果と今後の展開 

（１）コンソーシアム全体での目標設定 

 

目標設定シートを開発 

コンソーシアム全体は、共通の目標設定、取組課題を共有するため、中核的

人材養成に関するおおよそ２年間での目標を導くためのシートを開発した。シ

ートでは、現在開発しているカリキュラムの他の学校・他地域への展開方法や、

その規模感について設定するほか、そこに至る過程で発生しうる課題や、取組

方法の精査などを検討できるものとしている（目標設定の具体的な方法につい

ては後述）。 

  

目標設定の考え方 

 

 

目標設定の取組の経緯 

 

� 目標設定シートの開発・作成  

� 東日本・西日本の第２回会議にて、目標設定シートの提案  

� 各職域でシート作成、目標設定を集約  

� 定量目標の集計  

� 取組内容の整理、発展段階のとりまとめ  
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 平成 28 年度末までに 5,280 人の人材養成 

10 職域での目標設定の結果、コンソーシアム全体では、平成 26 年度末まで

に 414 人の人材養成見込みとの結果となった。また開発したカリキュラムを展

開していくことで、平成27年度末までには1,722人、平成28年度末までに5,280

人養成との目標設定ができた。 

このうち女性が 4,631 人と 87.7％、社会人が5,056 人と 95.8％を占め、本事

業の目的の一部である「女性の学び直し」「社会人の学び直し」に寄与できると

の結果となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講者拡大の方策 

現時点では、各職域プロジェクトとも、実証段階もしくは調査・開発段階で

あるが、今後、平成 27 年度には７校、28 年度には２校が改善・普及段階へと

移行する計画である。また、学校外と連携した取組を進めていくとする学校は、

平成 27 年度に５校、28 年度に５校と、徐々に本格的な普及へと進めていく状

況が見て取れる。 

目標設定シートでは、受講者拡大方策についても各職域で検討してもらった。

平成 28 年度末までのコンソーシアム 10 職域の全体目標累計  
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その傾向をみると、規模拡大の方策としては、学校間連携、業界団体との連携、

事業者との連携のように、教育機関だけではなく、職業実践に近いところとの

連携が検討されている。この傾向から逆説的にみると、カリキュラムを普及さ

せて、人材養成の量的拡大を目指すためには、連携やネットワーク拡大をいか

に行っていくか、という視点が重要になる。 

また、本コンソーシアムで検討したオープン・コミュニティを形成すること

で、受講者を拡大しようとする方向性がみられており、本コンソーシアムの成

果を発展的に利用しようとする方向性もみてとれる。 

 

受講者拡大に向けた方策の傾向  

 

�  専門学校間連携（全国の他の専門学校への普及）  

�  職能系の業界団体とのネットワーク  

�  事業者と協力した拡大  

�  オープン・コミュニティ形成  

�  普及用パッケージの開発（ＤＶＤ、書籍など）  

�  ｅラーニング  

�  就業サポート  
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（２）目標設定結果を受けた共通取組テーマ 

 

コンソーシアム全体での目標と方向性を受けて、学校間のコンソーシアムを

継続する場合には、以下のような共通の取組テーマがみえてくる。 

 

①各職域の人材養成のモニタリング・情報共有 

今回の目標設定に基づき、中核的専門人材の養成状況やプロセス等をモニタ

リング・共有していくことが想定される。今回の事業においても、各職域の進

捗報告によって、モデル講座を進めるにあたっての課題や他職域との連携可能

性を感じることができた。今後、多くの職域プロジェクトが改善・普及段階に

移行することを考えると、互いの展開プロセスを共有することで、中核的人材

養成の事業展開に寄与することができると考えられる。 

 

②専門学校間連携の促進 

今回職域連携の検討テーマであった「オープンコミュニティ」や「他職種連

携のプログラム」の成果を発展させるかたちで、専門学校間で連携できる事業

ノウハウの共有に寄与することができると考えられる。 

オープンコミュニティの検討では、医療福祉健康分野の特徴である女性の潜

在有資格者に焦点をしぼり、その掘り起こし・動機付けのための企画立案フロ

ーを概念化した。この成果を生かしてオープンコミュニティの実践を行う職域

があれば、その具体的なノウハウを共有知化することが期待できる。また、オ

ープンコミュニティの裾野の拡大は、職種に限定されるものではなく、むしろ

女性の再就業・学び直しに向けた不安等を解消するアプローチが有効であるこ

とがみえてきた。そのため、例えば、「ケアする女性の私らしい再就職」のよう

なテーマで医療福祉健康分野の横断的なコミュニティを志向していくことも可

能であると考えられる。 

他職種連携のプログラムの検討では、各職域プロジェクトへのアンケートに

よって、32 種類の他職種スキル習得の必要性を洗い出すことができた。また医

療福祉健康分野で共通化できそうなプログラムとして、コミュニケーション技

術の教授法や、ソーシャルワーク技術、異業種を学ぶ学生同士の交流授業など
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がみえてきた。このような具体的な学習プログラムを学校間連携で実施してい

くことも考えられる。 

 

③医療福祉健康分野の「生涯学習プログラム開発コミュニティ」の形成 

上記①②を統合するような形で、専門学校が相互に学び合い、実践を共有す

る機会を提供し、ゆるやかな関係性（コミュニティ）を形成する場として、職

域間コンソーシアムを形成するという方向性も考えられる。 

このようなコミュニティ形成にあたっては、経営学の知識マネジメント手法

である「実践コミュニティ（コミュニティ・オブ・プラクティス）」のプロセス

を応用可能であると考えられる。知識資源の管理・発展について世界の様々な

企業組織事例から、どんな組織にも「人々がともに学ぶための単位」があるこ

とを発見し、その構成要素や、形成プロセスを体系化したものである。 

このコミュニティの考え方は、そもそも単一組織内に限定されておらず、組

織を越えた連携の枠組みとしても活用されている。効果としては、「個々散在す

る専門知識や専門家を結びつける」ことや「類似の分野の改善に取り組んでい

るものの、プロセスがつながっていない活動を結びつけて連携させる」ことに

応用可能である。超高齢社会の地域課題や、地域包括ケアシステムなどの社会

潮流のなかでは、組織を越えた実践知識の共有が求められており、その基盤と

してこの実践コミュニティ形成は有用であると考えられる。 
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医療福祉健康分野のテーマの一例としては、「生涯学習プログラムの開発と普

及」といったものが想定される。共通テーマを設定しつつ、事例共有をおこな

う勉強会・研究会や情報交換等のオープンな取組と、個別学校同士の連携実践

や相互評価等のクローズな取組の両輪で実施していくようなイメージである。

このようなつながりのなかで、カリキュラム開発を担う専門学校同士が学び合

っていくことが望まれる。 

 

医療福祉健康分野の学校間コミュニティのテーマ 

 

【テーマ】 

� 医療福祉健康分野の生涯学習プログラムの開発と普及  

【情報共有】 

� 各職域のＰＪの進捗報告、ノウハウ共有  

� オープンコミュニティの実践報告、ノウハウ・課題共有  

� 多職種連携コミュニケーションの教授法 事例報告  

� e ラーニング活用事例の報告、ノウハウ・課題共有  

� メーリングリスト等での活動報告  

【実践】 

� 医療福祉健康分野の生涯学習の教育内容の勉強会・研究会  

� 各職域での文科省等実証講座の実施  

� 各職域での講座普及に向けたネットワークの構築  

� 多職種連携コミュニケーションＰＧの共同開発・実証  

� 職域ＰＪモデル事業の視察・相互評価  
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（３）コンソーシアム・ニュース 
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（４）参加職域プロジェクトの概要 

○コンソーシアム参加職域プロジェクトの概要  

事業名称 代表機関

学校法人秋葉学園

所在地

千葉県成田市郷部

学校法人三幸学園

所在地

東京都文京区湯島

学校法人濱名学院

所在地

兵庫県尼崎市潮江

学校法人麻生塾

所在地

福岡県飯塚市芳雄町

学校法人
宮崎総合学院

所在地

宮崎県宮崎市別府町

学校法人宮崎総合学院
宮崎情報ビジネス専門学校

介護分野の外国人
就業者の雇用を促進
する養成プログラム
の開発と実施

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少により、様々な業界
で人材不足が深刻化している。特に介護業界では喫緊の課
題である。一方、我が国はインドネシア等から介護福祉士
候補者の受け入れを実施しており、介護サービスの質の向
上や介護人材の育成につながることが期待できる。このよ
うな状況を踏まえ、本事業では、産学官の連携により、外国
人が介護業界で就業するために必要な素養を醸成する教
育プログラムを開発し、実施する。

学校法人濱名学院
関西国際大学

地域ネットワークシス
テムによる「相談援
助力向上のためのリ
トレーニングプログラ
ム」の開発

近年、子育てや介護、生活困難など生活課題を抱える人々
が増加している中で、社会福祉の支援者はもちろん、保育
や教育の現場においても、援助技術力を備えた人材養成を
図ることが喫緊の課題となっている。この事業は、現職の保
育士、教育、社会福祉施策および福祉行政職員等に、相談
援助力を高める短期のリトレーニングプログラムを実施し、
その効果を実証した後、大学・専修学校の正規カリキュラム
への導入を検討することを目的とする。

学校法人麻生塾
専門学校麻生看護大学校

地域包括ケアシステ
ムの実現に向けた
パートナーシップ型の
訪問看護師養成事
業開発

地域包括ケアシステムの実現に向けて、訪問看護師は中
核的な人材として期待されているが、その絶対数は不足し
ており、地域に応じた事業者・看護師間の需給のミスマッチ
解消も求められる。本事業では、既存の訪問看護カリキュラ
ムと昨年度開発したキャリア教育を統合した標準カリキュラ
ムを開発しつつ、地域関係者のニーズに即したモジュール
化・講座実証をすることで、訪問看護分野の学び直しプログ
ラムを開発する。

学校法人秋葉学園
成田国際福祉専門学校

特定の活動分野の
専門性を有する中核
的社会福祉士の養
成事業

事業の目的・概要

中核的な社会福祉士とは特定の活動領域について豊富な
専門性や経験を有した人材である。本事業では、超高齢社
会における社会福祉の向上を目的として、人材需要の高い
高齢者介護分野の専門性を備えた社会福祉士の養成を狙
いとする教育訓練プログラムの構築・実証を行う。相談援助
の実践スキルを中心に職務能力の強化・向上を図り、多様
な高齢者の事情に応じた質の高い介護サービスの提供に
貢献できる人材を育成する。

学校法人三幸学園
東京こども専門学校

保育分野における中
核的専門人材養成
等の戦略的推進によ
る潜在保育士の就
職・再就職支援事業

「保育士不足の解消」並びに「女性の学び直し」ひいては
「女性の社会進出」を目的とし、潜在保育士の保育士として
の就業促進に向け、研修プログラムの「開発」「実施」「検
証」を行う。「開発」にあたっては研修プログラムが幅広く利
用されるよう汎用性が高いものを目指す。将来的には「調
査」にあたり構築したコミュニティ・ネットワークを就職支援イ
ンフラへと昇華させる。
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  事業名称 代表機関

学校法人敬心学園

所在地

東京都新宿区
高田馬場

学校法人タイケン学園

所在地

東京都練馬区旭町

学校法人後藤学園

所在地

神奈川県小田原市
南鴨宮

学校法人清永学園

所在地

石川県金沢市久安

学校法人河原学園

所在地

愛媛県松山市柳井町

超高齢社会に突入した日本では、介護人材の育成・確保が
喫緊の課題となっている。とりわけ、近年における介護の高
度化や多様化といったニーズに対して的確に応えることの
できる専門性と経験を備えた介護人材が求められている。
本事業では、このような介護人材の現状を踏まえ、秋葉学
園による平成24・25年度事業の成果を活用し、介護の専門
知識・技術の高度化を狙いとする教育プログラムの開発と
実施を行う。

学校法人河原学園
河原医療福祉専門学校

介護人材の高度化を
目的とする学び直し
プログラムの開発と
実施

事業の目的・概要

学校法人後藤学園
東京衛生学園専門学校

超高齢社会における
認知症患者に寄り添
う医療・介護連携型
の中核的鍼灸専門
人材の育成

本事業では、医療・介護連携型の認知症患者に寄り添う中
核的鍼灸専門人材の育成を目的として、西洋医学系・鍼灸
医学系・介護福祉系の3分野連携のもとで認知症に対する
医療・介護連携型の鍼灸師教育プログラムを策定し、他職
種医療連携に向けた鍼灸師のための認知症患者対応型モ
デル教材の開発を行い、臨床経験3年以上の鍼灸師のスキ
ルアップ、キャリアアップを多面的に支援する学習支援環境
を整備することとする。

学校法人清永学園
金沢福祉専門学校

介護福祉士養成学び
直しプログラムの開
発と実施

社会の高齢化が加速する中、高齢者介護の現場では高度
で複雑な専門性や経験が要求される場面が増えつつある。
また、利用者や家族の介護ニーズも多様化の傾向にあり、
個別ニーズに的確に対応できる能力も要求されるように
なってきている。
本事業ではこのような介護現場の実情を踏まえ、質の高い
介護サービスを提供できる能力・資質を備えた介護人材の
育成に向けた学び直しプログラムの開発と実施を行う。

学校法人敬心学園
日本福祉教育専門学校

介護分野における社
会人や女性の学びな
おし教育プログラム
の開発と実証

社会人や女性の学び直し支援のためのデジタル教材を含
んだ「介護経理士」養成プログラムの開発を行う。マネジメン
トスキル向上と企業のニーズに即したプログラム開発を行
い、キャリアアップの道を示し、中核的専門人材の育成を目
的とする。また、昨年度までのコミュニティネットワーク作りを
継続し、キャリアアップの動機付けを行うとともに、離職防
止、横のつながり等、連携支援を図ることを目的とする。

学校法人タイケン学園
日本ウェルネススポーツ専
門学校

保育士・幼稚園教諭
に対するキャリアデ
ザインプログラムと新
たな認定制度の開発

中核的役割を果たすことのできる保育士・幼稚園教諭の確
保（離職者の減少、再就職者の増加、潜在資格保有者・無
資格者の発掘等）に資するために、幼児の今日的重要課題
である生活習慣の乱れ、体力低下、運動器障害の増加、心
の発達の不全等に対処し得る専門能力の育成とＱＯＬ向上
に寄与する新たなキャリアデザインプログラムとこれに基づ
く資格認定制度を開発し標準モデルカリキュラムを提唱す
る。
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学校名 学校法人秋葉学園成田国際福祉専門学校 

プロジェクト名 特定の活動分野の専門性を有する中核的社会福祉士の養成事業 
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学校名 学校法人三幸学園東京こども専門学校 

プロジェクト名 保育分野における中核的専門人材養成等の戦略的推進による潜在保育士の就職・再就職支援事業 
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学校名 学校法人濱名学院関西国際大学 

プロジェクト名 地域ネットワークシステムによる「相談援助力向上のためのリトレーニングプログラム」の開発 
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学校名 学校法人麻生塾専門学校麻生看護大学校 

プロジェクト名 地域包括ケアシステムの実現に向けたパートナーシップ型の訪問看護師養成事業開発 
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学校名 学校法人宮崎総合学院宮崎情報ビジネス専門学校 

プロジェクト名 介護分野の外国人就業者の雇用を促進する養成プログラムの開発と実施 
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学校名 学校法人敬心学園日本福祉教育専門学校 

プロジェクト名 介護分野における社会人や女性の学びなおし教育プログラムの開発と実証 
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学校名 学校法人タイケン学園日本ウェルネススポーツ専門学校 

プロジェクト名 保育士・幼稚園教諭に対するキャリアデザインプログラムと新たな認定制度の開発、調査 
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学校名 学校法人後藤学園東京衛生学園専門学校 

プロジェクト名 超高齢社会における認知症患者に寄り添う医療・介護連携型の中核的鍼灸専門人材の育成 
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学校名 学校法人清永学園金沢福祉専門学校 

プロジェクト名 介護福祉士養成学び直しプログラムの開発と実施 
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学校名 学校法人河原学園河原医療福祉専門学校 

プロジェクト名 介護人材の高度化を目的とする学び直しプログラムの開発と実施 
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Ⅱ.各論  
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１．プロジェクト・マネジメント 

（１）目標設定のためのフレームワーク 

 

目標設定のために必要な項目（ビジョン・ターゲット・方法等）を整理しな

がら記入することで人材養成の定量目標を導いていくこととした。またフレー

ムワークに記入していくこと自体が、論理的な計画策定の考え方の整理につな

がるような設計を目指した。集計結果については、前述Ⅰ．２．（１）に記載し

ているため、ここでは、そのために開発したフレームワークについて説明して

いく。 

 

フレームワークの構成要素としては、まずモデル事業の所与の条件として、

養成ツール（①）、養成対象（②-1、②-2）について、仮説を設定する。 

第２に、実証講座の結果について入力する。モデル講座の実績（③）をベー

スに養成者数を積み上げていくが、実証によって得られた改善項目（④）も加

味できるようにしている。また、再就業も目標設定する（⑥）。そこで得られた

改善取組を普及させていくという観点から、平成 26 年度、27 年度、28 年度の

計画を作成していく（⑤）。計画では、具体的な取組と、それによって開催でき

る講座数や集客できる受講者数をシミュレーションしていく形をとる。 

 

目標設定に必要な要素  

 



52 

 

（２）設定条件 

 

前述のフレームワークを入力することで、エクセル上で、平成 28 年度末まで

の目標数値を自動計算するように設計した。各項目の計算根拠については以下

の通りである。 

 

フレームワークの数値計算式 

 

■受講人数＝（ｂ） 

１回あたり受講人数（ａ）＝モデル講座の受講者総数÷モデル講座回数 

改善による受講人数（ｂ）＝（ａ）を参考に改善後の数値を任意設定 

 

■各年度の受講者数（ｇ） 

自校での展開（ｃ）＝（ｂ）×「自校での展開」の講座回数 

他校・他組織での展開（ｄ）＝（ｂ）×「他校・他組織での展開」の講座回数 

ｅラーニング（ｅ）＝受講者数を任意設定 

その他（ｆ）＝受講者数を任意設定 

各年度の受講者数（ｇ）＝（ｃ）＋（ｄ）＋（ｅ）＋（ｆ） 

 

■各年度の受講者の属性（ｉ） 

比率（ｈ）＝モデル講座参加者の実績等から割合を算出 

         （女性比率、有資格者比率、離職者比率、社会人比率） 

各年度の受講者の属性別人数（ｉ）＝（ｇ）×（ｈ） 

 

■再就業者数（ｊ） 

受講後の就業比率の想定（ｊ）＝職業訓練事業等の経験値等から任意で設定 

再就業者数（ｋ）＝（ｇ）×（ｊ） 

 

 

なお、今回は実証途中の職域プロジェクトも多かったため、モデル講座をそ

のまま実践できるとは限らなかったことから、要素を入力する「入力シート」

のほか、その数値を計画するにあたり補正をかけることができる「補正シート」

も準備した。但し実際には、大きな補正をかける職域は少なかった。 
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シートの入力手順 
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（３）目標設定シートひな形 

  ※エクセルの黄色セルに文字を、水色セルに数値を入力する 
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56 
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２．オープンコミュニティ 

（１）事業の目的 

 

本事業は、人材不足の高まりや労働力人口の減少といった課題を抱える医療

福祉専門職において、多様な課題・ニーズをもつ潜在有資格者を段階的に就学・

就労に結びつけるコミュニティ形成のアプローチ、とりわけ、人材確保（人材

育成、就業継続、再就職）を支える取組みとして期待される「オープンコミュ

ニティ」の方策を明らかにすることを目的とする。 

 本取組みについては、医療福祉分野におけるオープンコミュニティの定義

や方向性を検討した後に、他分野のオープンコミュニティの事例分析を通じて、

その意義と実施に向けた検討事項を整理し、訪問看護分野におけるオープンコ

ミュニティのモデル提示をおこなった。なお、本取組みは、職域プロジェクト

のみならず産学官コンソーシアムにおいても、その意義や実施に向けた検討事

項について意見交換をおこない、職業専門人材の育成に取り組む専門学校がオ

ープンコミュニティを実施する必要性を確認した。 

 

 

（２）オープンコミュニティの概要と意義 

 

オープンコミュニティが必要とされる社会背景 

看護職の就労・離職の現況 

はじめに、本事業を進めるにあたっての社会背景について説明する。近年、

団塊世代の高齢化による高齢者人口の増加に伴い、医療ニーズを持つ後期高齢

者や要介護者の増加が見込まれ、在宅で安心した療養生活を送るための訪問看

護のニーズがますます高まることが予想される。 

こうした現状において、看護人材不足の問題が様々な視点から議論される中、

既に看護職免許を取得しながら就業していない潜在化した看護人材（潜在看護

師）の復帰が人材不足の一つの対策として注目されている。というのも、厚生

労働省の調査によると、看護職労働市場に新たに入ってくるいわゆる新卒の看

護師系国家資格取得者は年間 5.1 万人に達する一方で、毎年 16.1 万人以上の看
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護職が医療現場を離職しており、潜在看護師の総数が 71 万人に上ることから、

看護師の潜在化が深刻な状況であるからだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問看護における人材確保の必要性 

 一方で、現在、医療と福祉が接近し、さらに介護保険制度により医療領域

だけでなく福祉領域での看護職者の需要が増加する中、病院だけでなく地域の

中で他職種や地域住民と連携して活動する人材へのニーズが高まっている。第 7

次看護職員需給見通しにおいては、訪問看護ステーションの看護職員の需要数

について、平成 23 年から平成 27 年にかけて約 16.9％増加するものと見込まれ

ている。したがって、訪問看護という働き方に応じた確保策を講じていくこと

が求められている。しかし、将来的には、看護師の供給は年々増加しつつも、

需要も増加するため将来にわたり供給が追いつかない事態が想定されている。 

そのため、診療報酬における看護加算や訪問看護療養費の算定、「看護師等の

人材確保法」の制定、看護職員に対して訪問看護という働き方に関する広報活

動や再就業支援など、従来の施設中心ではなく多様な場で専門性を発揮できる

訪問看護への定着促進、人材確保に向けた取組みが今後ますます増大されるこ

とが期待されている。 

医療の労働市場における看護職の就業構造 

注）2012 年の数値を利用しているが、推計値、見通し等も含む 

出典）厚生労働省 新たな看護職員確保に向けた総合的な対策に関する説

明資料、第七次看護職員需給見通し より作成 
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離職理由 

今般の看護職員需給見通し策定のために都道府県が実施した調査によれば、

常勤退職者の主な退職理由としては、本人の健康問題、人間関係、家族の健康・

介護問題、出産・育児、結婚等が多く列挙されている。この点に関して、既に

離職した看護師を対象として実施された公益社団法人日本看護協会の調査にお

いては、妊娠・出産、結婚、勤務時間が長い・超過勤務が多いといった理由が

挙げられている。 

看護職員の離職率が改善されない限り、養成を促進しても需給状況を改善す

第 7 次看護職員需給見通し 

出典）厚生労働省「第七次看護職員需給見通しに関する検討会報告書」 
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ることは困難であることから、定着の促進を図ることは極めて重要な課題とな

っている。また、女性看護人材の就労パターンは一般的な女性労働者と同様に、

出産や育児のような女性のライフイベントによる影響が反映された就労パター

ンであることから、潜在看護師等の就学・就職への促進のためには、労働環境

の改善のみならず、そうしたライフイベント等による離職、再就職へのハード

ルを是正する支援体制の構築が必要といえる。 

 

   

 

 

 

 

 

オープンコミュニティとは 

上記のとおり、幅広く訪問看護分野への人材確保を目標とした場合には、「潜

在看護師」の発掘という視点が現在欠かすことができない。こうした視点から、

本事業が着目したのがオープンコミュニティである。一般に、「オープン（開放

性）」は参加自由、アクセス自由、利用料無料などの幅広い意味を包含する一方

で、「コミュニティ（共同体）」は「それに対して何らかの帰属意識をもち、か

つその構成メンバーの間に一定の連帯ないし相互扶助（支え合い）の意識が働

いているような組織・集まり」と定義できる。確かに、コミュニティとして名

潜在看護職の離職理由 / 離職（潜在化）の理由 

出典 : 日本看護協会「平成 19 年 潜在ならびに定年退職看護職員の就業に関する 

意向調査報告書」 
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指されているものの間には、存在する場所としての「オンライン／オフライン」、

「直接面識がある／ない」、「目的志向的／伝統的」、といった数多くの差異が存

在するため、十把一絡げにオープンコミュニティを定義することは難しい。 

ただし、若者や結婚・出産・育児中の女性から中高年齢者まで看護職の人材

不足の高まりが問題化し、すそ野の拡大を目的とした人材確保を支える取組み

が求められる中で、本事業においては、オープンコミュニティを、「潜在有資格

者の意欲や現状に応じた段階的なアプローチを通じ、就労や学習への動機づけ、

関係づくりなどを行うことで、潜在有資格者の掘り起こすことを目的とする組

織や集まり」と定義する。そうした意味で、専門学校からみたオープンコミュ

ニティは、潜在化した人材を掘り起こすマーケティングの効果、学習を動機づ

ける効果をもたらすものとして位置づけできるであろう。 

 

 

 

 

 

オープンコミュニティに期待される効果 

一般的に訪問看護師は一般の病院勤務に比べると給料の水準が比較的高く、

柔軟な勤務体系が認められているところが多いことから、パートタイムのよう

オープンコミュニティの参加段階 
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なフレキシブルな働き方が可能であり、子育てと両立したいといった個別のニ

ーズを持つ潜在看護師にとってもキャリア形成や再就職の場として期待されて

いる。 

ただし、訪問看護の現場では医師がおらず、看護師自身で判断や処置が求め

られる場面も多いといった背景があるため、経験豊富な看護師でなければ訪問

看護は難しいのではと敬遠されがちな傾向にある。確かに、労働環境や患者と

のコミュニケーションの取り方の違いなど様々なハードルはあるものの、そも

そも、そうした柔軟な勤務体系を知らない、病棟勤務とは異なるスキルを具体

的に把握していないなど訪問看護に対する十分な理解がなされていないために、

人材確保を難しくしている面がある。 

したがって、オープンコミュニティにおいては、潜在有資格者の課題やニー

ズに応じた段階的なアプローチを行い、動機づけから就学・就労へと結びつけ

るゆるやかな関係性の構築を通じて、これまでの再就職支援施策ではターゲッ

トと成りにくかった層までを対象としたすそ野の拡大とサポートが可能となる

ことが期待される。 

訪問看護に対する理解が看護職の間にも十分浸透していない現状において、

訪問看護に関する情報に気軽にアクセスできる機会、同様の課題意識を持つ仲

間との対話、仕事と育児の両立を実現している訪問看護師（ロールモデル）へ

の出会い、訪問看護の内容や勤務体系の理解などが就学・就労への重要なポイ

ントとなり、年齢やライフコースの時期など個別のニーズに基づいてキャリア

アップできるような仕組みが不可欠となるであろう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

潜在看護師が希望する雇用形態 
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潜在看護師が希望する勤務体制 

出典：厚生労働省「看護職員就業状況等実態調査」 
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（３）オープンコミュニティ企画検討のためのポイント 

 

看護の分野におけるオープンコミュニティの企画検討に際して、他分野のオ

ープンコミュニティの事例調査・分析を通じて、その意義と実施に向けた検討

事項のポイントを整理した。 

 

オープンコミュニティの事例調査 

事例調査１．女性起業家交流会 in HOKURIKU（金沢市） 

  

【概要】 

女性起業家（希望者を含む）同士で勉

強会と交流会を企画しているコミュニティ。

団体のスタッフがコーディネートする女性

起業塾の卒業生を核に、塾生以外もメン

バーに取り込み、様々な企画を運営。 

 

【主要事業】 

イベント交流企画、研修企画、 

広報・情報企画等 

 

【コミュニティでの主な活動】 

・「北陸ウーマンズ・マーケット」（将来 

的に起業を考える女性による１日限   

りのチャレンジショップ） 

・「JKK サロン」（毎回、女性向けのテ 

ーマにちなんだ講師を招いてのトー 

ク＆交流会） 

・「女性起業塾」（女性の「プチ起業」 

を支援する実践的な起業講座） 

・「おもてなしエキスパート認定講座」                   

 

【規模】 

・会員 600 人～800 人 

・会費無料（登録のみ） 

・入退会自由 

勉強会・交流会の模様 

研究会の模様 

北陸ウーマンズ・マーケットのチラシ 
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【ヒアリングのまとめ】 

 

 

 

 

 

実施事業の

目的・意義 

□女性起業家や起業に興味のある女性を対象に、実践的な女性起業家同士の 

ネットワークをつくる。 

□取組んでいる課題：女性起業家の育成・支援 

・北陸三県は女性の就業比率は高いが、女性経営者比率や管理者比率、議員

比率はワースト水準である。 

・地方での仕事で自分のプライドを満足させるのが難しい女性が社会参画で 

きる回路がない。 

・仕事/家事/介護/育児の両立    

・女性が（地域外の）外貨を獲得し、税金を払う側になることが重要   

・従来なかった産業の創出 

□コミュニティメンバーへの調査に基づき、女性の起業にまつわる課題の発見と、

その解決を目指す。 

 

 

 

コミュニティ 

メンバーの属

性・ニーズ・

課題 

□「女性特有」の環境や意識 

・女性が考える起業（プチ起業）と一般的な起業のあり方との意識のズレ 

・「前職や経験に関係なく、今のスキルでできることから始めたい」というニ  

ーズ 

・女性は一般に「同質性」を重んじる傾向が強く、それに配慮したコミュニ 

ティづくりが必要 

□「おんぶにだっこ」の支援が必要 

・女性起業塾を開講するだけでは、起業は生まれず、参加者相互のネットワ 

ークも生まれない。「おんぶにだっこ」で、手厚くフォローする必要がある。 

 

 

 

コミュニティ 

維持のため

の方策 

□起業塾での組織づくり 

・起業塾では、毎期毎に同窓会組織を立上げ、その一方で女性起業の会にも 

入ってもらう。 

・幹事役には、長所と短所を説明した上で、自発的に関わる人を選ぶ。 

□コミュニティ維持のためのフォロー 

・立ち上げたコミュニティに自律的な運営を任せても、維持されることはほ 

とんどなく、自然消滅がほとんど。 

・コミュニティに対しては、常に新しいメンバーを取り入れる等、ネットワ 

ークの維持に努める。 

 

 

 

コミュニティ 

の広報・入口

戦略等 

□マスコミとのネットワークづくり（マスコミの使い方） 

・マスコミが取りあげやすいイベントの作り方やマスコミの使い方を、起業 

塾でレッスン。（→イベントには、国・県・市のトップを呼ぶ。すると必

然的にその下の職員も同行する。） 

・マスコミにも取組みを掲載する責任と効果を伝える。 

□web の活用 

・かつては市の広報媒体が主力だったが、今ではweb（ブログや SNS）での 

周知効果が高い。 
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事例調査 2．NPO 法人ママワーク研究所（福岡市） 

 

【概要】 

・結婚・妊娠・出産などを契機に離 

職した女性の再就職を支援する 

取組み 

・“いつか再就職を”とこれから一歩 

踏み出したい女性を対象とした再 

就職や独立をサポートする講座や 

交流会、企業とのマッチングを実 

施 

 

・再就職に不安を持つ参加者に対し 

てはコーディネイターが伴走型支 

援を実施 

・参加者のニーズや現状に応じた段 

階的なアプローチを実施 

 

【主要事業】 

・「笑顔で働きたいママのフェスタ 

2014in 福岡」 

・再就職を希望する女性どうしの交 

流会 

・各種スキルアップセミナー 

・ママドラフト会議 

・仕事情報の提供 

 

【規模】 

・「笑顔で働きたいママのフェスタ 

2014in 福岡」の参加者は 3000 人 

以上 

・現在のメルマガ登録者は 600 人以 

 上 

・年間の講座受講者は 400 人前後 

 

 

研究会の模様 

交流会の模様 

ママドラフト会議の模様 
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【ヒアリングのまとめ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施事業の

目的・意義 

□事業について 

・女性を取り巻く仕事環境を変えることを目的に、再就職を目指す女性には 

情報提供やスキルアップ講座を行う一方、企業に対して職場改善などのコ 

ンサルティングに取り組んでいる。再就職を目指す女性のコンテスト「マ 

マドラフト会議」では、働きたい女性と企業との出会いの場を新たに設け 

ることで、育児中でも柔軟に働ける環境づくりを後押ししている。 

・子育てをおろそかにしない働き方のコツ、心構え 

・企業向けの自己ブランディング手法 

・働く上でのマインドセットや企業に自分の働き方を交渉・提案する力 

・ママドラフト会議を見た企業から「目からウロコの連続でした」「全員 

採用したいくらい」といった声が上がるように、実際にどんな人がい 

るのか、彼女たち自身のプレゼンを見てもらうことで企業側から働き 

たいママたちへの印象が大きく変わる。 

 

 

 

 

人を集める最

初のステップ 

・「笑顔で働きたいママのフェスタ in 福岡」を開催し、幅広い層をター 

ゲットに広報を実施 

・福岡県、福岡市、その他多数企業の後援、協力の依頼 

・フェスタ参加申し込み時にメルマガ登録機会を設置。 

・現在メルマガは 600 名以上に配信。就職、セミナー情報だけでなく、体験

談などのコラムも載せるよう心がけている。 

・既に一歩踏み出して、ブース出展をしている女性から幼稚園のママ友、 

などへ口コミで広報をお願いしている。 

・行政の支援もあるため 2 万部パンフレットを発行。公民館など各所で配布。 

 

女性のサポ

ートで必要な

こと 

 

・女性は自信のない人が多い。交流会やセミナーなどスキルアップをサポー

トするなかで、長所を見極め、「あなたのこの部分があったらできるから、自

信を持って」と後押しすることが大切。（全員をサポートするのは難しいが…） 

 

 

コミュニティ 

や組織運営

について 

・マザーズハローワークではやっていない部分をカバーする内容を行う 

・女性は座談会、交流会の場があれば自分たちで自然と横のつながり、コミ 

ュニティを作れる。主催者側は時間を決めておくだけ。 

・いろんな働き方があるんだ、という情報発信を行うこと 

・働き出した人、まだ働いていない人のグループに分け、メリットデメリッ 

トを含めたリアルな本音を聞きだす場を作る。 



68 

 

プログラムの模様 

WCV の 1 日の流れ 

WCV の特色 

事例調査 3．WEEKDAY CAMPUS VISIT（全国） 

 

【概要】 

・大学と受験生のミスマッチを防ぐため、

学期中の大学キャンパスで高校生が大

学生と同じ授業に参加し、入学後と同じ

「普段の一日」を体験するプログラム。 

・通常のオープンキャンパスの場合は、

主に夏季休暇を利用し、高校生向けの

プログラムや大学教員による特別授業

を開催しているが、WCV の場合は、月祭日（高校は休み、大学は通常授業）に開催し、

通常の大学の講座 15 コマ分の 1 回にしてもらう 

・講座型の授業の場合は特別な対応はしていない。グループワーク型の授業は

大学生のグループに高校生を 1 人配置したり、高校生のみのグループをつくっ

てと多少配慮している 

 

【主要事業】 

高校生が普段の大学キャンパスで大

学生と同じ授業に参加するプログラム

の導入・運営支援 

 

【規模】 

・2013 年の高校生参加者数は約 

3000 人 

・これまで 39 の大学・専門学校と開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



69 

 

【ヒアリングのまとめ】 

 

 

 

 

 

実施事業の

目的・意義 

・WCV における最も重要な要素は、「環境を活かせるかどうかは自分次第であ 

る」というマインドセットを持ってもらい、偏差値や知名度などの外部要 

因に左右されない、自分自身のものさし（判断基準）づくりの重要に気づ 

いてもらうこと 

・進路選択において、知名度や偏差値が最優先され、「授業を良くしても学生 

が集まらない」というのは、適切な市場原理（良いものをつくれば売れる）

が働いていないということ。市場のルールを適正化しない限り、適切な大

学は実現されないだろうと考え、この取組みをやっている。 

 

 

 

ターゲットの

属性・ニーズ 

・高校生 3 年は高校生側が進学先をある程度絞っているため、「この大学で本 

当にやっていけるか」「この学部選択で間違えないか」などの最終確認が目 

的 

・高校 2 年の場合、学部を検討している段階が多いため、「経済学部と経営学 

部は何が違うのだろう」「英語を勉強したいけれど、文学部英語関係学科

と国際〇〇学科のどちらがいいのか」などを知ることが目的 

・高校 1 年生の場合は、「大学はどんな場所なのか」イメージをもってもらう

ことが目的 

 

 

 

 

広報 

 

・広報は社会的な意義を強く発信し、メディアに掲載・発信してもらう 

・また、大学・高校双方に営業し、それぞれから広報・PR をしてもらう 

・高校の教員向けには、進路指導に関する勉強会の開催や進路指導に活用で

きる教材などを配布している（教材例：「オープンキャンパスの活用術 DVD」）。

広報や学生の動員に積極的になり、大学側にも WCV の開催の要望出してくれ

るようになる 

・メールマガジンや SNS などを通じて広報を行っている 

 

 

 

 

 

 

強み 

・大学側は入学前教育として WCV を活用している。WCV によって、高校生の

志望度の変化には個人差が生じるが、志望度が上がった高校生はマッチした

状態で入学してくれるようになる。志望度があがった学生は、複数の大学に

受かった場合でも、WCV で参加した大学を選択してくれやすくなる 

・経営陣の声：「授業の質を高めても思ったほど学生募集に結びつかない」が、

単純に広報費を支出するのではなく、授業の質によって判断してくれる学生

と出会いの機会を求めているという声が上がっていた。 

・大学教員は高校へ出張授業に行くことが多いが、出張授業は学生の態度が悪く

（強制参加のため）、特別な授業を作ったり、出張したりと教員側の負担が大き

い。通常の大学の授業の魅力・質を高め、それに共感してくれる高校生を増やす

というのがあるべき姿 
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NPO 法人ママワーク研究所のプログラム

事例調査のまとめ 

 先行事例調査を通じ、オープンコミュニティの企画検討において、以下の

項目がポイントとなることがわかった。 

  

・オープンコミュニティを実施する「目的」の明確化 

・ターゲット（性別、職種、年齢…等）の特定 

・ 最終的な目標（最上位層）及び各段階の数値設定 

 ・コミュニティメンバーのニーズに適った各段階の設計と運用 

・ すそ野を広げるための広報施策 

・ 自己の過小評価に陥りがちな参加者へのきめ細かな支援 

 

 オープンコミュニティを実施していく上で最も重要なことは、明確な目的

を持ち、その目的の達成に向けた運用を行うことである。目的を明確にするこ

とで、ターゲットが特定され、様々なニーズを抱えるターゲットにどのような

変化を期待するのかが整理できる。その上で、低関心層から高関心層までがな

んらかのかたちで参加できるプログラムを用意し、各々で就学や就労に対する

意欲や現状が異なる潜在看護師が持つ課題・ニーズに即したプログラムの設

計・運用を行うことで、主催者側が目的にするより高いステップへとターゲッ

トを導くことができるようになる。 
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NPO 法人ママワーク研究所を例に説明しよう。 

福岡市を中心に事業を展開する同法人は女性を取り巻く仕事環境を変えるこ

とを目的に、再就職を目指す女性に対し、情報提供やスキルアップ講座の実施、

仕事情報の紹介等に取り組んでいる。したがって、同法人が実施するオープン

コミュニティの取組みにおける目的・目標は、「女性の再就職」だといえる。 

福岡市が実施した「2010 年次世代育成支援に関するアンケート調査」によれ

ば、86％の専業主婦が再就職をしたいと回答している。一方で、「平成 24 年就

業基本構造調査」によると、福岡県内に住む25歳～44歳の就業を希望する女性、

およそ 12 万のうち 4 万人が、出産・育児のために求職活動をしていない現状に

ある。再就職する場合も、子育てと仕事の両立に支障のない「一定時間内にで

きる仕事」を望む声が強く、再就職希望を持っているにも関わらず、「育児と仕

事を両立できる環境にない」ために一歩踏み出せない女性が数多く存在するこ

とがわかる。 

こうした現状において、職場環境の改善や働き方の見直しが必要である一方

で、一定期間離職状態にあった者は再就職及び再就職に向けたアクションをお

こす自信を無くしている場合が多いため、単純に仕事紹介を行うだけでなく、

交流会やセミナー等に参加し、徐々に自信を取り戻してもらう後押しが重要で

あるという。 

そのため、同法人では、再就職に関して関心が低い女性でも気軽に参加でき

るイベントやメールマガジンによる情報提供をはじめ、子育てと仕事の両立を

果たした女性（ロールモデル）による座談会や研修会、同じ課題意識を持つ者

同士が集まる交流会、企業へのインターンやボランティア活動など、段階的な

プログラム設計を通じ、「再就職」という最終ゴールへのステップを幾重にも構

築することで、再就職を希望する女性の支援に成功している。こうした点は、

潜在看護師の就学・就職に向けた本事業にも大いに参考になるものといえる。 

 

オープンコミュニティにおける 3 つの役割 
このように多様な意欲・背景をもつ潜在看護師を段階的に就学・就労に結び

つけるオープンコミュニティは、実施目的やターゲットの課題・ニーズに合わ

せて、「不安解消」「スキル提供」「問題解決」の 3 つの役割に分類できる。まず、
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オープンコミュニティにおける 3 つの役割 

「不安解消」とは、ターゲットが抱える就労やワークライフバランスなど、プ

ライベートな不安の解消を果たす役割である。次に「スキル提供」とは、ター

ゲットの要望に応じ、専門的なスキルや知識など提供する役割である。最後に

「問題解決」とは、対話やロールモデルとの出会いなどを通じて、いったん学

んだ知識や既存の価値観を批判的思考によって意識的に棄て去り、新たに学び

直すことで、変動的な環境に柔軟に対応していくための新たな視点を獲得する

機会を提供する役割である。したがって、ターゲットのニーズ・課題に応じて

コミュニティの役割を設定する必要があると考えられる。ただし、「不安解消」

は、多くのターゲットに共通する要素であり、初期の段階から最終的な達成目

標の段階まで 3 つの役割を意識して組み合わせることがオープンコミュニティ

の実施にとって重要であるといえる。 
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オープンコミュニティの実施フロー 

ここからは実際にオープンコミュニティを企画検討していく上での実施フロ

ー及び各ステップを整理する。 

 

実施目的・目標設定 

 ・オープンコミュニティを実施していく上で最も重要なことは、明確な目的

を設定することである。目的を明確にすることで、ターゲット層が絞られ、

そのターゲット層や業界内から必要とされている「テーマ」が特定される。

その際に各段階の具体的な数値（KPI：key performance indicator、重要

業績評価指標）を設定しておくと、「プログラムの立案」や「評価」の測定

が容易になり、オープンコミュニティの改善プロセス（PDCA）をまわすこ

とができる 

・潜在有資格者の掘りおこしを行う場合、分母となるターゲットを確保するた 

めに、離職理由や再就職への不安として多数を占める「仕事と子育ての両立」

など、ニーズが高いテーマ設定を行う必要がある 

 

ターゲットの課題整理 

・アイディア先行ではなく、課題や問題の所在をきちんと把握し、現状分析 

とそれを裏付ける調査が必要 

・現状と課題の整理（現地調査、関係機関・関係者へのヒアリング、統計調 

査、アンケート調査等） 

 

プログラム立案 

・再就職に至っていない女性は働くことに関し、自信がない場合が多い（生 

活・技術面における課題）。そのため、同じような境遇から再就職を果たし

たロールモデルとなる現職者や、同様の課題を抱える潜在有資格者同士の対

話の場づくりや交流会を実施し、縦・横の関係づくりを行うことが動機づけ

の一歩となる 

 

支援体制の構築 

・階層が上昇するにつれ、コミュニティ参加メンバーが限定され、一人ひとり

のニーズや性格が見えやすくなるが、上の階層への引き上げについては、コ

ーディネイター（コミュニティ参加メンバーを後押しする人）によるサポー

ト（励ましや相談にのる）が必要といえる 
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オープンコミュニティの実施フロー 

資金調達 

 ・オープンコミュニティにおいては、特に初期段階でターゲットから直接参 

加費等を徴収することは難しい。実施にあたっては自己資金を用いるか、 

取組みの公益性を訴え、行政との協働を行うことが必要といえる 

 

広報 

・コミュニティへの入口となる階層においては、気軽に参加できるイベント 

や交流会、簡単に情報を取得できるメールマガジンや SNS 等による広報が 

効果的である 

・行政や専門機関（NPO）との連携することで、1 校が単独で行うよりも、 

資金面や広報面等のスケールメリットが生かせる 

・信頼性の確保には、社会的意義の発信や信用力のある機関との連携が重要 

 

評価 

・日々の PDCA における検証。最適化（改善）を行うために、KPI の効果測 

定により、実施した施策の結果を測定。評価し、次の施策にフィードバッ 

クする 
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（４）訪問看護を例にしたオープンコミュニティのイメージ 

 本事業は、多様な課題やニーズを持つ潜在有資格者を段階的に就労や就学

につなげるための人材確保を支える取組みとして、オープンコミュニティに着

目し、その方策を確認してきた。ここでは、訪問看護分野を例にしてオープン

コミュニティの展開例を示す。 

医療福祉健康分野、とりわけ看護分野においては、女性の就業者が多く、一

般的な女性労働者と同様に、出産や育児といったライフイベントによる影響が

反映された就労・離職パターンをとることが多い。また、訪問看護の内容や就

労形態に対する理解が十分に浸透しておらず、これまで病棟での就労経験のみ

の看護師にとって、訪問看護への就労や学び直しは技術的・心理的なハードル

が少なからず存在することが予想される。 

そこで、前述した事例調査でも検討した通り、訪問看護への関心・興味が低

い層から、学び直しや再就職を目指すアクティブな層まで、それぞれの課題や

ニーズに応じて参加できるよう、以下のようにオープンコミュニティの目的、

ターゲットを設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①訪問看護オープンコミュニティの目的・ターゲット 

今回、企画・検討した訪問看護オープンコミュニティにおいては、目的を潜

在看護師の訪問看護分野への再就職とし、ターゲットを福岡県在住の 25 歳から

44 歳までの潜在看護師と設定した。「平成 25 年看護関係統計資料集」によると、

25 歳から 44 歳までの年齢別看護師率が 59%であることから、福岡県内の潜在

看護師数 5.1 万人（推計）のうち、25 歳から 44 歳までの潜在看護師数は約3.0
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訪問看護を例にしたオープンコミュニティのイメージ 

万人と予想される。こうした設定の理由は、今後ますます高まる訪問看護分野

への人材ニーズと中長期にわたり就労が期待できる人材確保といった観点に基

づくものである。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②各段階のプログラム内容 
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③各段階における KPI の設定 

各段階における KPIの設定については、各種統計や実証講座等のデータを元

に算出した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）総括及び今後の課題 

 

・実証講座（再チャレンジセミナー）での「訪問看護に触れてみよう」の講 

座において、15 人の受講生のうち 8 人が、目標設定及びその達成度評価の 

記述で、個人のライフコースの有無、不安解消を学習目標に設定し、その8 

人のうち 6 人が就労や学び直しへの意識の高まりを実感している。 

 

・また、実証講座の実施にあたって開催した事前説明会に参加した 22 名の受 

講者のうち、実証講座（再チャレンジセミナー）に申し込んだ者が 14 名に 

上る。 

 

・こうした点を踏まえても、受講者の意識や意欲に応じた段階別のきめ細か 

なフォローを行うことで、就労や学び直しにつながる変化が生じているこ 

とから、人材確保を支える取組みとしてのオープンコミュニティの方策が 

一定の成果を上げたとみなすことができる 

 



78 

 

・一方で、医療福祉健康分野の中でも、人材確保の取組みにおいて、看護分 

野は有資格者前提にすることができるものの、介護分野は一旦就労した後 

に資格取得を目指すケースが多いことから、オープンコミュニティにおけ 

る目的やターゲット設定、プログラム設計など複数のバリエーションを考 

えておく必要がある、 

 

・また女性の学び直しや潜在有資格者だけでなく、人材確保の観点から、若 

年層（例えば高校生）や中高年などを幅広く対象とする施策の検討も必要 

である。 
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３．他職種連携のプログラム 

（１）目的 

 

各職域において異分野との連携によって得られる効果や、そのために活用で

きるカリキュラムを整理することで、生涯学習の可能性を広げるためのカリキ

ュラムアイデアを検討した。 

各職域に対して、「他職種のスキル習得の必要性に関するアンケート調査」を

実施し、「専門職×スキル」の組み合わせアイデアを抽出した。部会のなかでは、

アンケート結果をもとにして、カリキュラム共通化の方向性について検討を進

めた。 

 

取組の経緯 

 

� 「他職種のスキル習得の必要性に関するアンケート調査」実施  

� 第１回：結果整理方針、カリキュラム共通化の方向性の検討  

� 第２回：多職種の共通カリキュラムの方向性の検討  

� 必要なスキルの現場課題に即した体系化 

� 共通カリキュラムの具体化項目の整理  

� 生涯学習のための他職種連携ＰＧアイデア整理  
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（２）アンケートの設計および結果概要 

 

アンケート調査票は、各職域の対象となる専門職（看護師、介護福祉士 等）

と他職種スキルの組み合わせを記載してもらうとともに、②教育の普及状況、

③スキル習得の必要性、④アウトカムや課題 などについて記入してもらった。 

アンケート集約の結果、32 種類の他職種連携のプログラムのアイデアを抽出

した。それらプログラムに対応する現場課題を設定するかたちで、プログラム

の必要性を再検討していった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○アンケート回答結果（内容要約）  

専門職  他職種スキル・

科目等 

必要なスキル 想定される現場課題との 

対応 

看護師 × IT スキル 在宅支援のための

IT 機器活用スキル 

在宅生活のための情報が共有化さ

れていない 

看護師 × ケアマネジメント ディスカッション

スキル 

多職種のカンファレンス等の場で

専門職の立場から建設的な議論が

出来ていない 

アンケート調査票  
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看護師 × 家族サポート 家族支援の実践的

対応スキル 

家族の負担が大きく同意が得られ

ないため、本人の在宅生活が継続

できない 

看護師 × コミュニケーショ

ン 

在宅ケアに対応し

たコミュニケーシ

ョンスキル 

在宅ケアを進めるなかで、院内・

施設内とは異なるスキルが必要に

なる 

看護師 × キャリア教育 ライフスタイルに

応じたキャリア教

育 

離職対策が効果を上げていない 

介護福祉士 × 外国人 （外国人向け）日本

文化・職業観理解の

ための学習 

外国人職員が、日本の職場になじ

むことができない 

介護福祉士 × 医療の知識（医師・

看護師等と協働す

るための知識・スキ

ル） 

在宅医療の実務知

識の学習 

介護職に医療知識が不足してお

り、医療サービスを適切に紹介・

提供できていない 

介護福祉士 × 相談援助（ソーシャ

ルワーク）スキル 

ソーシャルワーク

スキル 

利用者のライフスタイルや生活自

立を尊重したケアが十分できてい

ない 

介護福祉士 × 経理士 介護報酬の経理ス

キル 

介護報酬の請求・受領が複雑なた

め、経理的な誤りが少なくない 

介護福祉士 × 訪問介護実習 在宅介護の実地実

習 

在宅実習に協力してくれる事業

所・利用者が限られている 

介護福祉士 × 医療的ケア 介護者の医療的ケ

アスキル 

医療的ケアを理解し対応できる介

護職が不足、医療サービスを適切

に紹介・提供できていない 

介護福祉士 × ビジネスマナー 基礎的コミュニケ

ーション・マナース

キル 

基本的なコミュニケーションがな

っていない場合、連携や対人援助

で支障となる場合がある 

社会福祉士 × 医療専門職との連

携スキル 

医療専門職との連

携スキル 

介護現場での相談の多くが健康・

病院に関するもので、医療専門職

との連携が必要になるため 

社会福祉士 × 介護専門職との連

携スキル 

介護専門職との連

携スキル 

相談援助を行ううえで、現場の状

況がわからず的確な支援ができな

い場合がある 
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保育士 × キャリアデザイン 職種の将来を考え

るキャリアデザイ

ン学習 

女性の保育有資格者が、将来デザ

インを描きにくい 

保育士 × 児童福祉、保育所保

育指針の概要 

制度理解学習 制度とその背景となる課題、期待

される役割を理解している専門職

が少ない 

保育士 × 子どもの発達 子どもの発達に応

じたケア学習 

子どもの発達に応じたケアが十分

ではない 

保育士 × 子どもへの援助・関

わり方 

子どもへの援助ス

キル 

子どもが快適に過ごすためのケア

や環境づくりについて理解が十分

ではない 

保育士 × 子どもの遊びの理

解 

子どもの遊びに関

する学習 

子どもの遊びに関する理解が十分

ではない 

保育士 × 保護者への支援 家族との信頼構築

スキル 

家族との信頼関係を構築できず、

専門職として期待する行動が得ら

れていない 

保育士 × 障害児への理解 障害特性への理解

学習 

障害者について理解が不足してお

り、対応が十分にできていない 

保育士 × カウンセリング カウンセリングス

キル 

人に寄り添ったサービスを提供で

きていない 

保育士 × ソーシャルワーク ソーシャルワーク

スキル 

生活課題を把握した対応ができて

いない 

保育士・幼稚園教

諭 

× 高齢者介護予防の

基礎 

多世代交流の視点 多世代の交流促進によって、双方

にメリットのある状況がつくれる 

保育士・幼稚園教

諭 

× ヘルスプロモーシ

ョン 

ヘルスプロモーシ

ョンスキル 

健康改善・予防に対してアプロー

チができていない 

鍼灸マッサージ

師 

× 認知症の基礎知識 認知症の基礎知識

学習 

認知症に関する理解が深まってい

ない 

鍼灸マッサージ

師 

× 認知症患者に対す

る生活支援技術 

認知症の基礎的支

援スキル 

認知症患者の多職種連携のなかで

共通的な支援ができていない 

鍼灸マッサージ

師 

× 認知症緩和ケア技

術 

認知症の緩和ケア

スキル 

認知症緩和ケアのスキルを身につ

けていない 

鍼灸マッサージ

師 

× 多職種連携の中で

のコミュニケーシ

ョン技術 

多職種連携のため

のコミュニケーシ

ョンスキル 

多職種連携を進めるうえで、コミ

ュニケーションの作法や技術にば

らつきがある 
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鍼灸マッサージ

師 

× 認知症患者および

家族に対するコミ

ュニケーション技

術 

家族とのコミュニ

ケーションスキル 

家族の負担が大きく同意が得られ

ないため、本人の在宅生活が継続

できない 

鍼灸マッサージ

師 

× 在宅医療の基礎知

識 

在宅医療の基礎知

識学習 

在宅医療を理解しておらず、医療

サービスを適切に紹介・提供でき

ていない 

鍼灸マッサージ

師 

× ソーシャルワーク ソーシャルワーク

スキル 

利用者のライフスタイルや生活自

立を尊重したケアが十分できてい

ない 
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（３）医療福祉健康分野の現場課題と共通テーマ 

 

現場課題に対応した他職種スキル習得の必要性 

部会における検討の中で、現場課題と共通テーマに関する整理を行った。全

般的に共通していることとして、いずれの職種でも「コミュニケーション」に

関するスキル習得があげられている。 

 

スキル段階別にみると、医療福祉健康分野で現在および今後基盤スキルとな

るであろうものとして、「多職種コミュニケーション」「キャリア教育」「家族サ

ポート」「基礎コミュニケーション」が共通項目としてあげられた。「基礎コミ

ュニケーション」は、報・連・相やビジネス基礎マナーといった基礎的なもの

で、これに関しては、どちらかというと学生向けのスキルとして挙げられる傾

向がある。一方で「家族サポート」は、対象者となる高齢者や子ども等を支え

る人をいかに負担を減らし、環境づくりをするかという視点から挙げられてい

る。また「キャリア教育」については、新卒から社会人になりキャリアを積ん

でいくあらゆる過程で自身を振り返るためのスキルとしてあげられている。 

 

より現場実践的傾向のつよいものとしては、「医療的ケア対応」「ソーシャル

ワーク」が共通項目としてあげられた。とくに対人関係を構築する必要のある

職種が多いことから、「ソーシャルワーク」の重要性が指摘されている。 

 

社会状況対応は、各職種の個別性の強いものであるが、「制度理解」という社

会保障施策の変革期にあるなかで、個々の制度変化について理解があげられた。 
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現場課題に対応した他職種スキル習得の必要性 

 

 

 

プログラム共通化に向けた検討 

部会において、とくに共通化可能なプログラムに関して、カリキュラムのイ

メージについて具体化する議論を行った。 

 

コミュニケーション技術の教授法のノウハウ共有 

まず、コミュニケーションに関しては教授法ノウハウに関してはニーズが高

かった。とくにケーススタディやグループワークを用いた教授法を支持する声

が多かった。一方で、そのような授業スタイルをとる場合、ファシリテーター

となる講師の選定・養成・講座目標の設定が課題となるとの指摘が挙げられた。 

 

多様な人の状況を把握するソーシャルワーク技術の共有  

医療介護健康分野では、患者本人だけではなく、高齢者やその家族、近隣住

民、子どもなど、多様な立場・世代とのコミュニケーションが必要になる。そ
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のため、ソーシャルワークは、いずれの職域の専門職においても、これから学

び専門性を高めていくべき分野として指摘されている。とくに、他職種のソー

シャルワーク・ノウハウや経験を学ぶことは、専門職にとって有益であるとの

指摘があった。 

  

学生時からの異業種学生との交流授業  

これからの地域包括ケアシステムなど、在宅ケアへの移行に伴って、多職種

との連携ノウハウは重要になる。しかし現状では、就業後にかなり時間がたち

経験を積んでいないと学べないことも課題となっている。そのため、専門学校

の学生同士が異業種で交流することで、現場のプレ実践となり有益ではないか

との指摘があった。また、あらたなカリキュラムの準備などはそれほど負担に

はならないため、コンソーシアムが目指す専門学校間交流などのきっかけコン

テンツともなるのではないかという意見もあった。 
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（４）生涯学習のための他職種連携プログラムアイデア 

名称  多職種コミュニケーション  

概要  多職種連携は、在宅医療を進めていくうえで必要不可欠なもの

である。多職種が連携することによって、相乗効果が生みだされ、

専門職一人ひとりの力を大きく発揮できるメリットがあるが、

様々な専門職が集まって連携を進めていくうえで、コミュニケー

ションの作法や技術にばらつきがあり、大きな課題となってい

る。医療や介護の連携の場合、コミュニケーションのすれ違いが

大きな事故につながる可能性もある。 

その危険を回避し、多職種連携をうまく進めていくために、お

互いの専門性を尊重し合い、それぞれの職種の役割や現場で困っ

ていることを共有して相互理解を深め、他職種でも伝わるコミュ

ニケーション能力を向上させ、より連携をスムーズに行える土壌

を作る。 

カリキュラム 

イメージ 

専門の異なる学校の学生たちを集めて、介護の現場を想定した

模擬ケースをもとにグループで意見交換を行い、それぞれの専門

職の役割についての知識や専門用語を使わず相手に伝えたいこ

とを伝えるスキルを身に付ける。 

 

 

 埼玉県立大学のＩＰＥ（専門職連携教育） 

埼玉県立大学は「連携と統合」

を理念として 1999年に開学。全学

科共通で、連携力育成カリキュラ

ムを実施（必修）している。 

各講座・演習・実習では、現場

の実践課題を元に、重要な学びや

気づきが起こる螺旋型の学習プロ

セスを組み込み、指導的な講座で

はなく、ファシリテーターを活用

した対話・支援型のプログラムを提供している。 

多職種が集まって協働でワークを実施し、各職種の思考の特徴や陥りやすいコミ

ュニケーションパターンなどを共有し、職種間に潜在する誤解や無理解について対

話型の学習スタイルで実施する。 

また埼玉医科大学、城西大学薬学部、日本工業大学工学部と学生の「連携力」を

高めるために、「彩の国連携力育成プロジェクト」を展開している。 
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名称  キャリア教育 

概要  キャリア教育とは、それまでの経験を活かし、現在や将来を見

据えて、自分が自立していくために必要な専門的な能力を向上さ

せるために行われる教育である。 

看護師や保育士は結婚、出産など、人生の転機を迎えたときに

仕事を辞める人が多く、他の職種と比べて離職率が高い。 

人材不足が深刻になっていくなかで、離職対策について様々な

対策が行われているが、将来のデザインを描きにくい職種の為、

効果的な解決には至っていない。 

看護師や保育士が、個々人で自分のライフスタイルに合わせた

働き方を考え、計画的にスキルアップを図り、一旦職を離れても

再就職を計画的に行えるよう、キャリアカウンセリングも含めた

教育を行う。 

カリキュラム 

イメージ 

看護師、保育士という仕事について、具体的に自分の人生設計

を描き、そのためにどのような能力が必要であるか考える自己教

育力を習得する。また、自分の可能性や適性について自覚しても

らい、適切な情報を提供しながら、自らが進路を選択できるよう

なキャリアカウンセリングも提供する。 

 

 

 千葉大学のポートフォリオを活用したキャリア教育 

 

千葉大学看護学部では、

看護実践能力の育成を目的

としたキャリア教育の基盤

ツールとして「看護実践能

力自己評価ポートフォリオ」

を活用している。 

「看護基本技術の到達レ

ベル自己評価編」と「実習

の到達レベル自己評価編」

から構成され、看護基本技術の授業と実習において積み重ね学習と自己教育力の育

成ができるように工夫されているのが特徴である。 

また学生が 4年間の学びを統合する科目である看護学セミナー（統合）において、

これまでの学習を振り返る為の資料のひとつとしてもポートフォリオを用いている。 
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名称  家族サポート 

概要  医療の必要性が高い在宅療養者や認知症患者を抱える家族は、

毎日の介護や家事をこなす忙しさから、なかなか休息をとること

ができず、社会との繋がりが希薄になり、この孤立感・孤独感か

らますます家族のストレスが高くなってしまう。 

今後は家族の精神的、肉体的な負担が大きいことから、家族が

体を壊してしまうケースや最終的に家族があきらめると施設を

選ばざるをえないケースが増えてくるものと考えられる。 

そのようなケースを増やさないため、家族との信頼関係を築く

ための家族に対するコミュニケーション技術の習得や、在宅や退

院支援の際に家族のことを意識してケアを組み立てる技術を身

に付け、家族をサポートする体制を作る。 

カリキュラム 

イメージ 

病気の知識、ケアや問題行動への対応の仕方、家族のストレス

を軽減するためのコミュニケーション技術を習得する。知識だけ

ではなく、実習で実際に家族の相談を聞き、必要に応じて適切な

サービスや制度、関係機関の紹介ができるようなコミュニケーシ

ョンのスキルを身に付ける。 

 

 

 宮崎県立看護大学のライフステージごとの家族看護学 

 

宮崎県立看護大学では、1学年

後期より「家族看護学」を開設し

ている。 

第 1の人生、第 2の人生、第 3

の人生、とライフステージごとの

看護について学ぶのが特徴で、専

門知識だけではなく、看護に必要

な知識、技術を習得し、看護する

際に、患者だけでなく家族一人ひ

とりにどのようなサポートができるかを考える力を身に付ける。 

講義はグループで行う。看護体験の実習記録を元に、それぞれが担当した患者と

その家族の特徴、また抱えている問題をとらえ、どのような援助が必要か、実践的

な能力を身に付ける。 
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名称  基礎コミュニケーション 

概要  いろいろな職場でコミュニケーションの重要性が叫ばれてい

るが、基本的なコミュニケーションのマナーは人間関係の基本で

ある。このコミュニケーションがうまくいかない場合、専門職に

おける多職種連携や対人援助を進めていくうえで大きな支障を

きたす。 

特に対人援助職では、人間関係を良好に築き、相手からの信頼

や安心を得ることがたいへん重要である。良いコミュニケーショ

ンをとるためのポイントとなる身だしなみ、挨拶やお辞儀の仕方

といった基本から、業務におけるマナーの基本である「報告」「連

絡」「相談」などをしっかり学び、社会人としてのマナーを習得

する。  

カリキュラム 

イメージ 

社会人としての基本的なマナーを、知識や形式的なマナーだけ

にとどまらず、良いコミュニケーションをとるための心構えを持

ち、実際の現場を想定したケースをもとにロールプレイングを行

って、徹底的に身に付ける。 

 

 

 青森明の星短期大学のよいコミュニケーションを図るための音楽療法 

 

青森明の星短期大学で

は、高齢者とうまくコミ

ュニケーションを図るた

め、「歌の話題」に着目し、

童謡やむかしの流行歌を

学んで、高齢者の時代背

景を知る音楽療法の授業

を提供している。 

自分が聞いたことのあ

る懐かしい歌にふれると、

当時のことを思い出し、感情表現が豊かになるという音楽の力を利用した音楽療法

である。履修し単位を取得すると、履修証明書が与えられる。介護福祉士に音楽療

法の知識を加えることで、高齢者との信頼関係を築けるような良いコミュニケーシ

ョンが可能となる。 
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名称  医療的ケア対応 

概要  介護現場における医療的ニーズが高まってきており、介護保険

法等一部改正法により、介護福祉士が喀痰吸引等を行うことが可

能となった。 

医療の必要性の高い施設入所者や在宅療養者はこれからも増

えると考えられ、地域包括ケアシステムの構築が急がれる現在、

これまで以上にしっかりとした介護と医療が連携したケアの実

現が必要とされている。 

医療と介護の連携による医療的ケアの充実化を図り、患者の要

望や心身の状態に配慮し、医療的ケアを安全・適切に実施できる

よう、必要な知識・技術を習得し、質の高いサービス・支援の提

供を目指す。 

カリキュラム 

イメージ 

医療的ケア実施の基礎的知識を学び、演習や実地研修も取り入

れて口腔内、鼻腔内の喀痰吸引や胃ろうや腸ろうなどの経管栄養

注入の知識、実施手順を習得する。 

 

 

 田園調布学園大学の参加型「医療的ケア」カリキュラム 

 

 田園調布学園大学の介護福祉養

成課程では、吸引を受ける側やそ

の家族の気持ちを理解するために、

学生自身がベッドの上で吸引チュ

ーブ挿入の感覚や吸引の音につい

て体験してもらうなど、実際の痰

の吸引を受ける立場になって「医

療的ケア」を考えられるようにな

るグループ演習を行っている。 

また、今までなじみのなかった

「医の倫理」について考えてもら

うため、配布した新聞記事の切り

抜きから自分の考えをまとめ、他

学生に発表するという授業も行っ

ている。 
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名称  在宅ケア実務 

概要  在宅ケアとは、寝たきりや長期療養患者などが家族のもとや住

み慣れた環境で安心して過ごしたいという希望をかなえ、施設に

入所せず自宅で福祉・医療サービスを提供することである。 

今後高齢者が増えることにより、老化や病気によって心身の機

能が低下し、医療機関への通院が困難となり、自宅や高齢者向け

の住宅などで療養される方が増えることが予想される。 

在宅生活が普及していくなかで、在宅ケアを受ける患者とその

家族の生活を知り、その気持ちに配慮した生活サポートを提供す

るため、専門職は院内、施設内とは異なる在宅ケアの知識やスキ

ルが必要となってくる。また、本人だけでなく支える家族との連

携やコミュニケーションもたいへん重要となってくる。 

また在宅ケアを進めていく上で、医療従事者と介護職など様々

な職種との情報共有、連携が重要であり、そのためのスキルも必

要となってくる。 

カリキュラム 

イメージ 

在宅で生活する一人ひとりに合わせたケアができるように、患

者や家族の気持ちを知るためのコミュニケーション技術、具体的

な介護サービスの知識を習得する。また、ケーススタディを通し

て現場のケースに即した実践的な実習を行う。 

 

 

 東京慈恵会医科大学の在宅看護学 

 

 東京慈恵会医科大学の医学部看護学科

では、家族も含めた在宅看護の提供を目指

し、専門職としての技術とともに他職種と

の連携も必要である在宅ケアシステムに

ついての授業を提供している。2年後期の

在宅看護学概論から、e-learning を活用し

て学習を進めている。 

病院在宅療養指導室、訪問看護ステーシ

ョン、ホームヘルパーステーションと在宅

看護に関わる様々な場所で実習を実施す

るのが特徴で、実践に近い形で経験を積む

ことができる。 
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名称  ソーシャルワーク 

概要  ソーシャルワークとは、生活で課題を抱えている人々や、生活に

不安を抱えている人々に対して、総合的で包括的な援助を提供する

ことである。また、社会的に支援を必要とする人々とその環境に働

きかけを行い、必要な社会福祉サービスを開発する役割を持つ。 

生活に問題を抱える人々や家族を取り巻く環境が複雑になっ

ており、専門職が生活課題を把握していない。また専門分野の知

識だけでは対応が難しい場合もあり、ライフスタイルや生活自立

を尊重したケアが十分できていない。 

生活の中で生じる様々な問題に対して、地域の社会資源を活用

しながら継続的な支援ができるようなソーシャルワークの知識

や技術を持った専門職が増えていくことで、サービスの向上を目

指す。  

カリキュラム 

イメージ 

 社会福祉に関する知識を学び、問題解決能力を高めるため、ケ

ーススタディなどで相談援助のスキルを習得する。社会福祉施設

などで実習を行い、実践力を養う。 

 

 

 ルーテル学院大学の「観察」の伝達訓練 

 

 ルーテル学院大学のソーシャル

ワークⅣは、実習前の 3～4年次を

対象に、実習に必要なスキルを習

得するため、「観察したものを伝

達する」をテーマに観察、伝達（記

録）、分類の方法とその目的を学

ぶ実習を実施している。 

実習における観察の対象は右図

のように多岐に渡る。現場での実習生の役割は見たことをそのまま報告することで

あるが、「観察」よりも「分析と評価」、「応用」の報告が多く、勝手な解釈が含

まれることによって現場のスタッフが混乱してしまう。 

そのようなことがないように、ロールプレイで観察、伝達（記録）、「FKグリッ

ド」への分類の訓練を行い、観察をするときにはなにを観察するのか、目的を把握

しておくことが重要だということを学ぶ。 
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名称  ヘルスプロモーション 

概要 WHO のオタワ憲章の中で、ヘルスプロモーションとは「人々が

自らの健康をコントロールし、改善できるようにするプロセスで

ある」と定義されている。ライフスタイルの変化に伴い、生活習

慣病が増加しており、健康的な一生を送る為の健康維持や予防に

対して、専門職の知識が不十分で具体的なアプローチがとられて

いない。 

また、体だけはなく心の健康を保つための「心の健康づくり」

についても、ありとあらゆる世代に共通する課題であり、専門職

が知っておくべき知識である。 

健康を維持するための努力として、生活習慣の改善などを個人

だけに求めるのではなく、それぞれの専門職もそれを支援する知

識を身に付け、子どもから高齢者まですべての人の QOL向上を目

指す。 

カリキュラム 

イメージ 

 生活習慣病予防の基礎知識を学び、病院、保育園といった場所

で、患者や子どもたちをイメージしながら講座を企画・実施する

実習を行う。 

 

 

筑波大学の地域ヘルスプロモーションプログラム 

 

 筑波大学医学類の地域ヘル

スプロモーションプルグラム

は、地域の健康を支えるため、

医学生自らが地域の現場で地

域の特性を生かした健康教育

を行うのが特徴であり、地域の

健康教育を継続的に実践でき

るリーダーを育成することを

目的としている。 

 プログラムは集中講義と地域実習から構成されており、集中講義やフィールドワ

ークの中でテーマに分かれて、健康教室の企画を行う。 

地域実習では、自分たちが企画した健康教室についてグループで、それぞれの地

域で実践する。 
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名称  多世代交流 

概要  核家族化や地域の人間関係が希薄になってきていることで、子

育て世代の孤立化による虐待や高齢者の孤独死などが大きな問

題となっている。 

地域で子どもから高齢者まで参加できるスポーツやレクリエ

ーションを実施し、多世代交流の場を作ることで、人間関係や心

の健康づくり、地域の活性化をはかれるが、その視点をもてる専

門職が少ない。 

専門職にも多世代交流の視点をもってもらい、積極的に地域の

多世代とかかわり、地域全体での子育て支援、高齢者の介護予防

やまわりの介護についての知識を高め、子どもの社会性の発達や

高齢者の QOL向上の体制を作り、多世代で支えあうまちづくりを

目指す。 

カリキュラム 

イメージ 

多世代交流によるメリットを学び、実際に多世代交流の場にも

参加してみて、地域の特徴を把握し、地域に住んでいる人たちを

イメージしながら多世代交流の講座やカフェを企画・実施する実

習を行う。 

 

 

北里大学の専門職内多世代交流による教育プログラム 

 

 北里大学薬学部では、薬学生

と40歳代以降のシニア薬剤師と

の世代間交流による交差融合型

教育を実施しており、現代医療

に求められる基礎知識と人間的

基盤を身に付けた薬剤師の育成

を行っている。 

 多世代交流により、薬学生は

実践力を養うことができ、シニ

ア薬剤師は指導力を磨くことができるという双方にとってメリットのあるプログラ

ムとなっている。現場での経験が豊富なシニア薬剤師から、様々な現場の様子を薬

学生に伝えることにより実践的な教育を実施するとともに、リカレント教育を希望

するシニア薬剤師のためのカリキュラムも提供できるのが特徴である。 
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名称  制度理解 

概要  専門職が知っておくべきその専門分野の制度と、かかわる行政

機関や施設の知識や、その背景となる課題、期待される役割を理

解している専門職が少なく、適切な支援ができていない。 

制度の位置づけや各サービス、地域の支援を知ることにより、

支援が必要な人たちに対して、迅速で適切な対応をとることがで

きるようになり、専門職として求められている役割を果たしやす

い体制を目指す。 

現在子どもに関わる問題が深刻で複雑になっているが、保育士

が、子どもを守るための児童福祉制度や保育の基本原則である保

育所保育指針の知識を習得することができれば、保育所において

一定の保育の水準を保ち、児童虐待や子育て支援など、困難な状

況下に置かれている子どもたちを支援できる環境を作ることが

できる。 

カリキュラム 

イメージ 

 保育所保育指針は幼稚園教育要領との違いも合わせて学習し、

児童福祉制度はケーススタディも交えて実践的な知識を身に付

ける。  

 

名称  認知症対応 

概要  認知症患者は年々増加しており、高齢になるほど認知症の割合

が高くなっており、85 歳以上では約 4 人に 1 人が認知症と言わ

れている。高齢者数の増加に伴い、認知症は今後より大きな問題

になってくる。 

認知症になっても、住み慣れた環境で安心して暮らせる仕組み

を作ることが大切だが、専門職に認知症患者に対する基礎的な支

援スキルや認知症緩和ケアのスキルが身に付いていないため、こ

れから重要とされている地域や多職種連携での共通的な支援が

できていない。 

これらの知識や認知症患者との付き合い方を身に付けること

によって、認知症患者との信頼関係を構築することができ、認知

症患者の人格の尊厳を守り、家族もサポートできるような体制作

りを目指す。 

カリキュラム 

イメージ 

 認知症という病気と症状について正しく理解し、認知症患者や

その家族と接するときの心構えや対応の方法について、施設等で

実習を通して身に付ける。 
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名称  障害特性への対応 

概要  障害特性についての正しい理解が不足しており、障害者一人ひ

とりに合わせた専門職としての対応が十分にできていない。 

障害の種類や程度、年齢や性格などによっても、一人ひとり現

れ方が異なり、生活の中で困難なこと、苦手なことも異なる。そ

のため、一人ひとりの特徴に応じた支援を行うことが重要であ

る。障害者のニーズに対応したサービスとともに、家族等へのサ

ポートも必要となる。 

障害者への適切な対応をするためには、それぞれの障害の特性

についての理解を深め、一人ひとりの特性を踏まえた配慮を行い

ながらコミュニケーションをとる必要がある。 

障害児支援制度や障害特性について把握し、障害特性から障害

者のニーズを見極めて関わり、障害者が安心して地域の中で生活

を送れるようにするために、専門職として求められている役割を

果たす。 

カリキュラム 

イメージ 

 障害特性の基礎的な知識や適切なかかわり方、障害児支援制度

について学び、障害児施設などで実習を行う。 

 

 

大阪教育福祉専門学校の障害児施設実習 

 

 大阪教育福祉専門学校のこども福祉（保育）

コースは、こどもの保育、福祉におけるそれぞ

れの課題についてどのような援助ができるか、

実習を通して学ぶ。現場経験の多い教員が多い

のが特徴で、臨機応変に対応できる援助方法を

学ぶことができる。 

1 年次には障害児（者）施設で見学や実習を

行い、障害児（者）との関わり方について実際

の経験を通して学ぶ。 

より専門性を高める特修ゼミでは、障害児保

育の現状と問題について調査、研究し、障害の

種類とその特性の理解を深める。最近問題とな

っている発達障害児の保育についても考える。 
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名称  経営スキル 

概要  介護保険は、介護を必要な人が介護や支援サービスを受けられ

るよう、本人や家族の負担を減らして受けることができる、介護

を社会全体で支える制度であるが、介護保険制度の改正や介護報

酬の請求・受領が複雑でわかりにくいため、事業所での経理的な

誤りが少なくない。 

介護保険制度や介護報酬の仕組みを知らずに誤って請求した

場合、介護給付費を返還する必要があり、場合によっては事業所

の閉鎖を招く可能性がある。 

介護保険制度に精通した経理士を育成することによって、介護

事業所の安定的な運営を目指すとともに、事業運営やマネジメン

トの分野で活躍できる人材を養成する。 

カリキュラム 

イメージ 

 介護保険制度や介護報酬の仕組み、介護給付費請求の仕組みと

簿記の基礎も学び、介護保険制度に詳しい経理士としての知識を

身に付ける。 

 

名称  IT スキル 

概要  高齢化に伴い、医療、介護や福祉サービスの需要が増大し、ま

たニーズも多様化しており、地域の限られた社会的資源で対応を

していくためには、IT を活用してサービスの質や利用者の満足

度を向上させ、医療、介護従事者の負担を軽減することが重要で

ある。  

現状在宅生活のための情報が在宅療養者に共有化されていな

いが、今後在宅医療が普及するうえで、IT を活用したサービス

はどんどん増えていくと考えられる。IT を活用することで、マ

ンパワーの削減や効率的な運用が可能となり、IT スキルはこれ

から必須のスキルと言える。 

高齢者もパソコンやタブレットなどの端末を利用して、IT に

触れる機会が増えるため、専門職は教える側としての能力も求め

られる。事業者間や多職種間での情報共有にも活用されると想定

されるため、専門職についても将来を見据えた IT スキルを習得

する。 

カリキュラム 

イメージ 

 IT の基本的な知識と技術を学び、OJTや実習などを通してスキ

ルを身に付ける。 
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４．IT 教育開発 

 

IT 教育開発では、いくつかの既存文献の収集を行うとともに、e ラーニング

開発の事業者へのヒアリングを行った。コンソーシアムでは、今後 e ラーニン

グへの展開を想定している職域もあるが、技術的な進捗も早い分野であるため、

資料収集に留め、今後コンソーシアム等での検討テーマとするための参考資料

とする。 

 

平成 23 年度文部科学省「『成長分野等における中核的専門人材育成の戦略的推

進事業』福祉分野の中核的専門人材の調査とスキル標準の開発プロジェクト」

（2012 年３月） 

 

介護分野における e ラーニングについて 

� 専門学校の介護福祉士分野における e ラーニングは、通学制と通信制

で位置付けや役割が大きく異なる。どちらかに優劣があるわけではな

く、目的にあった選択をする必要がある。 

 

通学制の e ラーニングについて 

� 集合教育などの従来型教育と e ラーニングを組み合わせた実施形態は

ブレンディッドラーニングとよばれ、「代替」「補完」の 2 つの大きな

役割がある。 

� 「代替」とは、時間の有効活用など教育の効率化のため、従来型教育

の一部を e ラーニングに置き換えることを意味する。 

� 「補完」とは、教育全体の質や学習成果の向上を図るため、集合教育

の中で扱いきれない内容や予習・復習に e ラーニングを活用すること

を意味する。 

� 「補完」には専門教育と基礎教育の 2 つの取り組みがある。 

� 専門教育の「補完」は、専門的知識の理解や定着を目的とした予習・

復習での e ラーニング活用で、学習履歴がサーバにすべて収録される

ため、教員は PDCA サイクルに則った授業が可能となる。 
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� 基礎教育の「補完」は、入学前教育と就活支援教育の 2 つの取り組み

がある。 

� 入学前教育は、合格から入学までの期間に e ラーニングを活用するこ

とで、入学時点での入学者の基礎学力の平準化を図り、入学前に新入

生の学力や姿勢を把握することができる。 

� 就活支援教育は、e ラーニングによる自己学習により就活力を高め、職

員や教員は学生へきめ細かい指導をすることができる。 

 

通信制の e ラーニングについて 

� 通信制の e ラーニングは、印刷教材による授業をすべて e ラーニング

に置き換える方法がある。教室で講義を受けるのと同じような臨場感

で独習できるという特徴があるが、VOD 型はコンテンツ制作に労力と

コストがかかり、Live 型はスタジオ設備などの初期投資が必要となる

という懸念点がある。 

� 「補完」については、VOD 型コンテンツ、CBT 型コンテンツ、ソーシ

ャルメディア、遠隔ディスカッションの 4 つの方法が考えられる。 

� VOD 型コンテンツは、介護技術の実践方法のように印刷教材だけでは

伝えることが難しい部分を映像化する従来型教育の「補完」であり、

必要箇所のみの VOD 化であるため、全体をコンテンツ化するよりも労

力・コストが抑えられる。 

� CBT 型コンテンツは、印刷教材の独習は単調になりがちなので、ドリ

ル＆プラクティス型 e ラーニングで一定のペースで学習を進められる

支援を行い、学習成果や弱点の確認、知識の確実な定着を促すことが

できる。 

� SNS の活用は、通信制は孤立感があるので、教員と学生、学生同士、

先輩と後輩などが相互につながって情報交流や情報共有できる場をつ

くり、知見を相互に深めていくことができる。 

� 遠隔ディスカッションは、ネットを活用してある事例について原因や

解決策をグループディスカッションすることにより、知識の理解を超

えて考えを深め、「考えさせる教育」をすることができる。 
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内容面からみた e-Learning の類型 

大分類 中分類 内容 

スキルアップ系 

マネジメント 

主にリーダーなどミドルクラスの介護人材を対象

に、人材管理やリスク管理といったマネジメント

スキルの修得を狙いとする e ラーニング。 

介護技術 

認知症ケアや感染症予防、緊急時対応など、介護

に関する専門知識・技術の向上を狙いとする e ラ

ーニング。 

初任者を対象とする事例、実務経験者を対象とす

る事例がある。 

国家試験対策系 

解説+問題演習 
講師によるオンライン講義や Web上での問題演習

で構成された e ラーニング。 

問題演習中心 
過去問や予想問題などを Web上で繰り返し解いて

いく e ラーニング。 

資料）平成 23 年度文部科学省「『成長分野等における中核的専門人材育成の戦略的推進事業』

福祉分野の中核的専門人材の調査とスキル標準の開発プロジェクト」（2012 年３月）より抜粋 

 

 

e ラーニング専門家へのヒアリング結果 

 

� e ラーニングは、一般的には「知識定着」に効果があるといわれている

が、e ラーニング実証事業でスマートフォン対応などを行っても、結果

としては対面研修の方がよいという意見が多くなるという結果があっ

た。とくに実習に関してはそのような傾向である。 

� e ラーニングに限らず、通信教育の課題は、「e ラーニングを通じて取

得した資格は軽くみられがち」であること。 

� e ラーニングが普及している分野は、高等教育（大学）、ビジネス e ラ

ーニング（スクール、予備校）、企業内研修（コンプライアンス研修な

ど）であり、いずれも座学系、効果をテスト測定がしやすいという特

徴あり 

� 医療福祉系では、「分かる」「できる」を分けて捉える必要がある。す

でに実地経験のある方が学ぶ場合は、e ラーニングの「分かる」の強み
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をだせる。実際の動きなどを詳細に何度もみることができる e ラーニ

ングは、実技の「分かる」に向いている。 

� e ラーニングが DVD と異なり付加的にできることとしては、ドロップ

アウト対策など。「メンターによるＱ＆Ａ」「SNS コミュニティ」「オー

トメンタリング・シナリオ（受講者がドロップアウトしやすいタイミ

ングを蓄積してシナリオ化して、自動的にメール等を送るシステム）」

など。 

� 一方で、ドロップアウト対策は、実は e ラーニングに限らず、すべて

の教育事業が持つ課題であり、e ラーニングでも対面研修でもドロップ

アウトが起きうる。 

� e ラーニングを開発する上では、事前に要件を洗い出して e ラーニング

を導入する範囲を限定することが重要。 

 

 

 

「臨地実習終了時の看護実践力における e ラーニング導入の効果」吉川彰二他

（大阪府立大学看護学部紀要） 

 

� e ラーニング（看護実践事例学習用 e ラーニング教材）導入による看護

実践力への効果を明らかにすることを目的に、e ラーニング導入後の学

生を対象に、基本実習後と応用実習後との看護実践力を比較した。 

� e ラーニング導入後の学生の対応データ 50 ケースを検定した結果、 20

項目中 17 の項目の得点において有意に高い結果が示された。合計得点

及び、4 つの下位概念別得点においても同様の結果が示され、e ラーニ

ング導入による効果が示唆された。 

� e ラーニング導入前後での看護実践力の分野別結果は、導入前は「実施

力」が主に高まり、導入後は「志向力」「展開力」「実施力」「評価力」

の全体が高くなった。 

� e ラーニングでは、自己学習中心のため、モチベーションを維持するこ

との困難性が指摘 されているものの、応用実習後には、全般で有意差

を認める結果が導かれた。基本実習から応用実習へと、段階的な高い
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到達目標が設定された応用実習に際し、e ラーニングが効果 的に作用

し、自己学習への強い動機を維持する要因となり得たと推察すること

ができる。 

 

 

「介護過程の講義、演習、評価、実習の統合を試みた教育改善」（横山正子他、

神戸女子大学）平成 22 年度 ＩCＴ利用による教育改善研究発表会 

 

� 介護過程展開の実践能力向上のための教育（介護計画立案演習等）に

おいて、講義、演習、評価に対して e ラーニングを利用。 

� 具体的には、ICT を活用した実習記録と、担当教官との共有・指導シ

ステムの構築。得られた記録は、学習指導の資料として活用し、授業

中へのフィードバックを実施 

� e ラーニング導入によって実習指導を受けた学生は優位に肯定的な回

答。質的な効果では、「タイムリーな指導」「効率性」というメリット

が示された一方、「システムトラブル」による手間・困惑もみられた。 

 

 

「新人看護師技術習得及び、指導の標準化を目的として導入したｅ－ラーニングの効果的

活用」（山田多香子、富山大学附属病院、2013 年度） 

 

� 平成 25 年度から「新人看護師の看護技術習得における学習環境の整備

と、看護技術指導の標準化を図る」ことを目的として、「看護技術ｅ－

ラーニング」を導入 

� ｅ－ラーニングが効果的に活用されるための環境整備のため、「ｅ－ラ

ーニングの運用と評価」目標設定し、e-ラーニング活用の普及に取り組

んだ。 

� その結果、６月に説明会を行ったことにより、各部署で新人教育担当

者が主導でｅ－ラーニングによる学習が進められ、毎月の課題に取り

組んでいる状況が確認できた。 

� 新人看護師への調査の結果、新人看護師は看護技術習得のためにｅ－
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ラーニングを使用しているが、そのほとんどが自宅での学習であった。 

� また、ｅ－ラーニングの使用目的は、「看護技術の確認」と「課題の達

成」がほとんどであり、ｅ－ラーニングの効果としては「今後の能力

の向上に役立つ」「知識が向上した」という結果であった。 

 

 

地域 ICT 利活用広域連携事業 「地域子育て環境構築事業」（実施団体：特定非

営利活動法人日本子育てアドバイザー協会） 

 

� 身近な子育て相談相手となる「子育てアドバイザー*」 を ICT で育成

し、新しい子育て環境を創造する事業を展開する事業 

� 「子育てアドバイザー」を全国に約 18 万人輩出することを目標とし、

e-learning システムによる養成講座を開設 

� 子育てアドバイザーが実施した相談回答を共有し、子育てアドバイザ

ーの能力向上を図るエキスパートシステムを構築 

� 子育てアドバイザーが親の子育て相談に対応できる場を SNS システ

ムにより提供する。 
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平成 23 年度文部科学省「『成長分野等における中核的専門人材育成の戦略的推

進事業』福祉分野の中核的専門人材の調査とスキル標準の開発プロジェクト」

（2012 年３月） 

 

スキルアップ系 e ラーニング 

名称 概要 

介護塾  

○公開中のコンテンツは 7 分野・23 講座（学習コンテンツ） 

－「介護サービス事業者の基礎知識」分野 5 講座  

－「高齢者の接遇」分野 5 講座など 

○運営は株式会社ケアマックスコーポレーション 

○URL http://www.kaigojuku.jp 

介護スタッフ向け

研修コース 

○新任者から管理者まで体系化された研修コース（学習コンテンツ） 

－「スタッフ導入研修」 

－「スキルアップ研修（共通）」 

－「スキルアップ研修（選択）」 

－「管理者研修」 

○運営は株式会社ニチイ学館（ニチイ Web カレッジ） 

○URL http://www.e-nichii.net/course/care_training/index.html 

介護職のためのス

トレスマネジメン

ト講座～セルフケ

ア～  

○ストレスマネジメントをテーマとする学習コンテンツ 

○運営は株式会社ニチイ学館（ニチイ Web カレッジ） 

○URL http://www.e-nichii.net/course/stress/index.html 

介護リーダーのた

めのメンタルヘル

スケア講座～リー

ダー力アップを目

指して～ 

○リーダークラスの介護職を対象に、コーチングやストレスマネジメントなどの面

からリーダー力の向上を図る学習コンテンツ 

○運営は株式会社ニチイ学館（ニチイ Web カレッジ） 

○URL http://www.e-nichii.net/course/mental_h/index.html 

介護サービス情報

の公表対応研修 

○介護リーダーを対象に、介護サービス情報公表の調査で必要となる研修コース

（学習コンテンツ） 

○運営は創心株式会社 

○URL http://www.kaigonavi.co.jp/kensyu/index.html 
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e ラーニング研修 

○介護事業に携わるすべての人を対象とする学習コンテンツ 

ー「尊厳保持・法令遵守・プライバシー保護」 

ー「リスク管理」 

－「嚥下シリーズ」 

○初任者・経験の浅い人を対象とする研修 

ー「新任者研修」 

ー「認知症」 

○経験 1～2 年以内の人を対象とする学習コンテンツ 

ー「糖尿病」 

－「現任者研修」 

－「感染症」 

○運営は株式会社介護事業研究会「介研リサーチパーク」 

○URL http://e-chie.jp/modules/pico/index.php?content_id=13 

※ユーザー登録後、無料で利用可能 

隙間時間で学ぶ介

護リーダーリスク

マネジメント研修 

○介護リーダーを対象とするリスクマネジメントの学習コンテンツ 

○運営は第一法規株式会社 

○URL http://www.daiichihoki.co.jp/kaigo_e-learning/index.html 

訪問介護サービス

管理者基礎研修 

○訪問介護サービスを対象とする管理業務の学習コンテンツ 

○運営は社団法人シルバーサービス振興会 

○URL http://www.espa.or.jp/training/ 

「個人情報保護」

実践 e ラーニング 

○介護サービス事業者の職員・管理者を対象とする個人情報保護の学習コンテンツ 

○運営は社団法人シルバーサービス振興会 

○URL http://www.espa.or.jp/training/ 

資料）平成 23年度文部科学省「『成長分野等における中核的専門人材育成の戦略的推進事業』福祉分野の

中核的専門人材の調査とスキル標準の開発プロジェクト」（2012 年３月）より情報更新 
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国家試験対策系 e ラーニング 

名称 概要 

介護福祉士筆記試

験対策 e-Learning

講座  

○講義映像と資料の映像・画像、テストで構成された eラーニングで市販テキスト

を併用。通信通学併用制 

○運営は学校法人昌賢学園 

○URL http://www.shoken-gakuen.net/ 

介護福祉士国試合

格！Web 講義総合

コース  

○講義映像、解説テキスト、過去問問題集、予想問題集からなる 

○運営は社団法人日本社会福祉士会 TECOM 福祉教育カレッジ 

○URL http://www.294594.jp/mainfrm.asp?p=kaigo 

介護福祉士国家試

験ナビ  

○オンライン模擬試験や過去問解説の e ラーニング 

○運営は Web 制作の事業者ウェルコネクト 

○URL http://www.kaigo-license.com/ 

※無料で利用可能 

赤マル福祉 

○過去問を繰り返し解く e ラーニング 

○社会福祉士、精神保健福祉士、保育士などの対策コンテンツもある 

○運営は株式会社 JC教育研究所 

○URL http://fukushi.akamaru.jp/ 

介護福祉士試験対

策学習サイト 

○過去 8 年分の過去問約 3,000 問が収録されている e ラーニング 

○運営は個人及びボランティア 

○URL http://www.kaigo-shi.com/ 

※無料で利用可能（任意の会員制で会費は 250 円） 

資料）平成 23年度文部科学省「『成長分野等における中核的専門人材育成の戦略的推進事業』福祉分野の

中核的専門人材の調査とスキル標準の開発プロジェクト」（2012 年３月）より情報を更新 
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関連領域の事例 

名称 概要 

福祉用具プランナ

ー研修  

○福祉用具の選択の援助や利用の支援などを行うことができる福祉用具の専門家

を育成する研修で、e ラーニングと集合研修のブレンディング 

○運営は公益財団法人テクノエイド協会 

○URL http://www.techno-aids.or.jp/senmon/planner.shtml 

訪問看護 e ラーニ

ング  

○「新たな訪問看護研修カリキュラムステップ 1」に準拠した eラーニング 

○運営は財団法人日本訪問看護振興財団 

○URL http://www.jvnf.or.jp/e-learning/ 

札幌医療科学専門

学校看護科 

○看護師を目指す准看護士を対象とした通信課程 

○テキスト学習とスクーリングにより楽手が進められるが、インターネット支援教

材（e ラーニング）による独習支援も実施 

○運営は学校法人西野学園 

○URL http://www.nishino-g.ac.jp/syogai/kango/ 

資料）平成 23年度文部科学省「『成長分野等における中核的専門人材育成の戦略的推進事業』福祉分野の

中核的専門人材の調査とスキル標準の開発プロジェクト」（2012 年３月）より情報を更新 

 


